
ISSN 1346-7786

研究=ユ-ス
No.7

独立行政法人

食品総合研究所

ド-三≡ -曇
タンパク質分布　　　　　　匠乳切断部の1 0 0粒分S.rT　　　　　　　カリウム分布

残存歴部の増殖

消費者が求める高品質な農産物を責任を持って供給する

農産物が世界を駆けめぐる｢食料戦争｣が始まっており､高品質な農産物の安定供給技術が求められています｡

食品総合研究所は､穀類の発芽能を残した状態で一度に多くの試料を分析できる技術を開発しました｡

巻　　頭　　言

理事就任に当たって

研究トピックス

●穀粒の多検体試料調製技術を活用した2次元成分分析

●マイクロチャネルを用いて大きさの揃った液滴を作る

●リボゾームの工学的改良手法の開発とその有効性の証明

海外研究情報

●第35回Codex食品添加物汚染物質部会報告
一特に汚染物質について一

〇仏蘭のバイオマスエネルギー研究機関への訪問

所内ニュース

●平成14年度運営評価会議(報告)

●貝沼圭二顧問､平成15年度紫綬褒賞を受賞

●平成15年度国連大学研修プログラム

人　事　情　報

●平成14年度受入研究員､海外派遣者(報告)

●人事の動き



一食総研ニュース　No.7 (2003) -

理事就任に当たって

篠原　和毅

理事の役割は理事長を補佐して研究所の業務を掌理することである｡理

事に就任して､ 5ケ月が経過したが､食品機能部長時とは異なる､所の運

営に関わる重要な業務の多種多様さに接してその責務の重さを痛感してい

るところである｡微力ながら､所の発展に尽くす所存である｡業務の一つ

は業績評価である｡業績評価は研究者を励まし､研究活動を奨励する観点から実施するもので､

平成14年度の評価は､一応滞りなく終了したが､今後ともよりよい評価システムを構築していき

たいと思っている｡

もう一つの重要な関心事は､食品研究の将来展望の構築である｡猫!立行政法人になって2年半

が経過し､これまでのところ運営評価会議､機関評価会議等では良い評価を得ている｡残りの2

年半で設定した中期目標の達成に努めていかなければならないが､第一期終了後の独立行政法人

評価に関して､最近､政策評価･独立行政法人評価委員会から｢独立行政法人の主要な事務及び

事業の改廃に関する勧告の取り組みの方針について｣が提出された｡その中では､ 1)事務及び

事業のあり方に関する視点､ ①国が関与する事業としての必要性･有効性､ ②事業を制度的独占

により行う必要性､ 2)事務及び事業を現在になっている実施主体の適切性､分担関係､ 3)辛

務及び事業の効率化､質の向上等の状況に関する視点にたって評価を行うことが謳われている｡

要点の一つは､なぜ国民の税金を使っている公務員がその業務を担う必要があるのか､大学と民

間との仕分け等が評価の対象になるということであり､公務員が担う課題は何か､どのように貢

献するのかを考える必要がある｡我々法人は単なる独立した法人ではなく､行政が企画･立案

(plan)し､法人が実施(do)し､そして評価(See)を受けるという関係にあり､そのため､行

政ニーズは何かを常に把握しておく必要がある｡当所は現在のところ､研究資金獲得の面では､

農林水産省委託プロ等外部資金の獲得が順調であり､今後とも､競争的研究資金等の獲得に努め

ることは当然であるが､科研費､科学振興調整費､生研機構､他省庁研究費等競争的研究資金源

の獲得は非常に制限されている｡当所の研究資金の約8割は農林水産省からきており､その約

50%を委託プロが占めている｡民間からこれだけの研究資金を獲得することは容易ではない｡競

争的研究資金源の獲得が限られていることも考えると農林水産省政策に沿ったプロジェクトの獲

得に力を注ぐことが重要であり､行政にアピールできる研究課題は何かを考える必要がある｡一

方､現在実施中の中期計画においては､達成するべき中課題･小課題が多く､新規課題へのチャ

レンジ等が困難な場合が出てきており､第二期においては､柔軟性を持った課題を設定する必要

がある｡

このような観点から､いま､今後5年ないし10年の中･長期的展望にたった当所が行うべき食

品研究のビジョン(戦略及び課題)を考える時期にきている｡その視点として､国が関与する事

業としての必要性･有効性､事業を制度的独占により行う必要性､民間､大学あるいは他法人と

の役割分担等を考慮し､食総研の顔が見える食品研究課題､社会的貢献度(インパクト)が高い

共通基盤的食品研究課題等を考える必要がある｡
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穀粒の多検体試料調製技術を活用した
2次元成分分析

食品素材部穀類利用研究室　堀金　彰

1.はじめに

農業生産物の流通はグローバル化が進み､輸出

国と輸入国の間で価格､品質などに関して｢食料

戦争｣とも言える多くの問題が生じている｡我が

国においては､潅概制度な､どの圃場整備事業と新

品種育成､栽培技術の向上､高品質化技術などの

研究が相侯って農業生産の高度化が進展してき

た｡しかし､農産物は同じ品種を同じ囲場で栽培

しても､開花時期や土壌中の水分などの偏りによ

り品質に違いが生じてしまうことが多く､穀粒中

の成分の分布や濃度を迅速に評価できる実用的な

分析システムが求められている｡

食品総合研究所では､農産物の品質評価や作物

の成分育種に利用できる分析システムの開発を進

めている｡ここでは､新たに開発した穀粒の多検

体試料調製法と分析への応用について紹介する｡

2.従来の分析試料調製法の問題点

生体成分の分布を解析するために､組織観察で

は樹脂包埋法が多く用いられている｡しかし､こ

の方法は試料を固定する際の溶媒や包塩剤の浸潤

に起因する試料の汚染(アーティファクト)を防

ぐことが困難で､天然物の成分を正確に分析でき

る試料調製法の開発が求められている1)｡

個体差が大きい穀粒の成分をスペクトルなどを

利用して分析するためには平滑な分析面の調製が

必要であり､また､分析面をステージから一定の

高さと角度に保つ必要もある｡そこで､当研究室

では､多検体穀粒の固走法および切断法を開発し､

汎用性の高い分析システムを確立した2･3)｡

3.多検体の穀粒を固定する方法

多検体試料を分析するために､穀粒を効率良く

固定することができるホルダーの開発を行った

(図1)｡固定用ホルダーの収容部は､穀粒の形状

に合わせて設計し､塗布した光硬化樹脂の上に穀

粒を接着した｡ /J､麦用のホルダーには､穀粒の形

図1　穀粒の固定用ホルダー
光硬化樹脂で穀粒を固定するために透明なアクリル樹
脂を用いて固定用ホルダーを作製した(A)｡小麦用(B)､

米用(C,D)の各種ホルダーは､収容部の形状が異なり､

垂直方向と水平方向に固定できる｡

状に合わせた突起を収容部に設けた｡透明なアク

リル樹脂製ホルダーの裏側から歯科用ブルーライ

ト(Candelux,∫.モリタ)を20秒間照射して樹脂を

硬化させ穀粒を固定した｡

4.穀粒の分析試料の調製

穀粒の分析試料を調製するためにダイアモンド

ディスクを備えた切断装置を開発した｡熟変性を

防ぐため､前進運動による切断(100mm/分､

30,000rpm)と後退による冷却を繰り返し､切断後

に表面を0.05mm研磨して平滑な分析面を形成し

た(図2)｡
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図2　実用化した穀粒切断装置(GrainCutter

NFCO2,千穂田精衡)と小麦の切断試料

ダイアモンドディスクを用いた切断部(A)で穀粒の平

滑な分析面を調製する(B)｡

5.多検体成分分析システムの応用

小麦は､ほとんどが加工食品として袋詰めで店

頭に並べられるため､消費者は､製品の色などで

品質を評価する場合が多い｡多検体試料調製法に

より調製した小麦肱乳の切断面を2次元測色シス

図3　多検体の小麦試料の明度のマッピング画像
肱乳切断面の明度(L*)のマッピング画像(右図)と

RGB再構築画像(左図)｡上段より農林61号､あやひ

かり､バンドウワセ､関東123号､関東125号｡カラー

バーは､明度を示す｡データは､ 2次元測色システム

(C1-1040i､ミノルタ)で取得した｡

､79/衣_ く､幣等/;､ヲ誉き…芸､､萱.ノ′"L1..岱じ蛸繁だ ��

て､こ!21/好/1/ ��鈑謄s�ﾂﾂ#ｩ�苒�ｲ苒�CS"��r�Rｧ�ｶ�ﾂ���S蝴Hｺb驅�｢ﾒﾉ?��ｶ俣ｵｦ��y�9��V陳ﾈ7霆��+8-ﾈﾈ唏耳�9�頷����

図4　小麦タンパク質(アミドⅠ)の

ケミカルイメージング画像

肱乳の平滑な切断面のケミカルイメージング画像｡

左図は農林61号(つくば産)､右図はトヨホコムギ｡

カラーバーはアミドⅠの濃度を示す｡データは､

spectrum spotlight 300(パーキンエルマー)で取得した｡

図5　小麦の肱乳切断面のカリウムの
元素マッピング画像

カリウムは､外周部に偏在する｡カラーバーは､カリ

ウムの濃度を示す｡データは､ JSX-3600エレメントア

ナライザー　UEOL)で取得した.

テムで分析すると､肱乳部の明るさ(L*)をイメ

ージング画像として捉えることができる(図3)｡

この小麦肱乳切断面を用いて多くの成分を測定

することができる｡ 2次元赤外分光分析法により

アミドⅠのケミカルイメージング画像を得ると､

小麦腔乳におけるタンパク質の分布が分かる｡こ

れはタンパク質を指標とした硬質小麦の評価に利

用できる(図4)｡

また､微小領域蛍光Ⅹ線分析法で分析すると､

ミネラルの元素マッピング画像が得られる(図5)｡

6.あわりに

多検体試料調製法は､様々な分光分析法に利用

できる｡これらのデータを基に有望系統の穀粒を

選抜し､残存する肱部を増殖させることにより成

分育種の効率化を図ることが期待できる｡穀粒1

個体の分析には､数秒から24時間以上を要する場

合もあるが､装置の改良による時間短縮が可能と

考えられる｡今後､汎用性の高いイメージスキャ

ナーなどの活用も検討したい｡
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マイクロチャネルを用いて
大きさの揃った液滴を作る

-マイクロチャネル乳化技術の開発一

食品工学部長　中嶋　光敏

1.はじめに

互いに混じらない水･渦を乳化剤の作用で細か

い液滴として分散させたエマルションは食品や医

薬品など様々な用途に使用されている｡エマルシ

ョンの製造には一般に撹拝乳化機､高圧ホモジナ

イザ一等が用いられる｡これらは機械的勢断力に

より分散相を微粒化するものであり､生産性は高

いが､液滴径が揃わず多分散となり､液滴径の制

御は難しい｡エマルション物性は､液滴径とその

分布(変動係数)に大きく依存する｡液滴径が均
一でない多分散エマルションでは､オストワルド

熟成とよばれる大きな液滴はさらに大きく､小さ

な液滴はさらに小さくなる現象がさけられない｡

単分散エマルションはこうした点で有利であり､

また均一微粒子製造にも応用が期待される｡本研

究は液滴の大きさが揃ったエマルションの製造､

さらに分散液滴から固体の微粒子を製造すること

を目的として､半導体シリコン基板に微細加工技

術を用いて溝や孔を作製し､これを利用したエマ

ルション作製方法と装置の開発､エマルション特

性解明に関する研究を進めてきた｡

2.マイクロチャネル乳化

まず当研究所の菊池チーム長が開発したマイク

ロチャネル(MC)血液レオロジー測定装置をエ

マルション液滴の製造に適用した｡具体的には

MC基板をモジュールにセットした後､系全体を

連続相で満たす｡次に分散相となる液体を加圧し

てMCを通過させると､テラス状で円盤状に広が

り､テラス先端で連続相中の井戸部に流れ込み､

サイズの揃った液滴が作製できた｡血液レオロジ
ー測定に使用されているサイズが5〃mのMCを

用いると約20/Jmの単分散の水中油滴(0/W)が

作製できた｡圧力を高めると液滴作製チャネル数

が増加するが､チャネル間隔が狭いため､隣接チ

ャネルから出た液体はテラス上で合一した｡

種々の構造のMCを作製して乳化実験を行った

結果､チャネル出口に設けたテラスの存在が安定

的な液滴作製に重要な役割をはたしていることが

わかった｡テラスがない場合､液滴作製は可能だ

が､液滴離脱のタイミングが一定でなく､液滴サ

イズは揃わなかった｡テラス構造により円盤状に

広がった液体が界面張力に基づきテラス先端から

井戸部の連続水中に速やかに流れ込み､同一サイ

ズの分散相液滴が安定して生成することが示され

た｡液滴のサイズは､チャネルサイズ､テラス長

さ等のMC構造で制御できること､また粘性や界

面張力の液滴サイズに与える影響を明らかにし

た｡すなわち広範囲で液滴サイズを制御するには

チャネルサイズの異なるMCが必要であるが､あ

る程度狭い範囲で制御するには､分散相と連続相

の粘度比が有効であることを示した｡また分散相

供給速度の増大に伴い､均一な液滴が生成する領

域と連続流出領域があること､この挙動は界面張

力と分散相の粘性係数から求められるキヤビラリ

数で決定されることを明らかにした｡すなわち界

面張力が大きく､分散相の粘度が低いほど､連続

流出が起こる限界流速は高くなり､乳化効率が高

い｡

0/Wエマルションの安定的作製には､ MC基板

の酸化が有効であること､及びシランカップリン

グ法で疎水化処理を施したMC基板およびガラス

板を用いることで､植物油やヘキサン等を油粕と

した単分散W/0エマルション製造が可能であった｡

MC乳化を脂質微粒子と高分子微粒子の調製に

応用した｡高融点脂質を高温液体状態でMC乳化

により得られた0/Wエマルションを室温に放置す

ると､脂質の懸濁液が得られた｡この懸濁液を凍
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結乾燥することで､ 20/Jm程度の単分散脂質微粒

子が得られた｡また､ジビニルベンゼンモノマー

の単分散油滴をMC乳化により作製し､次に熱重

合により､ 3 -80/Jmの範囲で単分散高分子微粒

子製造が可能であることも示された｡

テラス平板型MCは生産性に難点があるため､

効率化をめざして､新たに貫通孔として円状と長

方形状の断面を有する貴通型MCの作製およびモ

ジュール開発を行った｡円状貫通型MCでは出口

で大きく膨張し単分散液滴作成は困難であった

が､長方形状の貫通型MCを用いることにより､

自発的な液滴形成が起こり､単分散エマルション

の効率的作成(2cm四方の基板より最大10mLnl)

が可能であることが明らかとなった｡貫通型MC

は､チャネル構造から現在20-100〃mサイズの

単分散液滴製造に利用できる｡断面形状が重要で

あり､長方形の長短辺比は3以上が必要であるこ

とも示された｡ちなみに､長方形状貫通孔の作製

を考案できたのは､大きさ10/∠m程度のガラス細

管での液滴作製実験において､うまく作製できた

細管を用いると液滴は巨大化したが､失敗した細

管を用いると液滴が良好にできた実験から､出口

断面形状を歪にして､界面を不安定化させようと

考えたためである｡

3.おわりに

半導体微細加工技術はマイクロメートルでの

様々な微細構造の作製が可能であり､種々の構造

のマイクロチャネルの作製とその応用が図られて

いる｡上述したように､当研究所から血液レオロ

ジー測定に続いて､新規な乳化プロセスとしての

本マイクロチャネル乳化技術が開発された｡ 2002

年12月より小型乳化実験装置の市販(㈱イ-ピー

テック)が開始された｡大きさのそろった液滴や

微粒子の作製の工業的な大量生産､さらに液滴や

微粒子にさまざまな機能性成分や細胞を含ませた

マイクロカプセルの利用など新たな用途展開が期

待される｡

MC乳化研究は､生研機構基礎研究推進事業お

よび農水省ナノテクノロジープロジェクトの助成

を受けた｡研究推進にあたって､菊池佑二氏､川

勝孝博氏(現･栗田工業㈱)､杉浦慎治氏(食総

研･医薬品機構)､小林功氏(食総研･筑波大)

ほか多くの方々の協力を得た｡文献はスペースの

関係で省略するが､ MC乳化関連で､特許17件､

論文約70報を共同作成した｡謝意を表する｡

･　　　1-■■■■■■■■■■

図1　溝をとおって液滴が作製される様子

図2　シリコン基板に作製された長方形の孔をもつMC

図3　作製された大きさの揃った液滴

(平均液滴径30 /J m)
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リポゾームの工学的改良手法の
開発とその有効性の証明

生物機能開発部微生物機能研究室

岡本　晋､越智　幸三

1.はじめに

微生物は多彩な潜在機能を有しているが､これ

ら有用機能を発現させ､その能力を余すことなく

引き出してやることは､応用微生物学における重

要課題のひとつである｡我々は､ ｢タンパク質合

成装置であるリボゾームを操作することにより潜

在遺伝子を活性化できる｣という着想のもとに研

究を進めてきた｡その結果､タンパク質合成阻害

をその作用機作とする抗生物質の使用によるリボ

ゾームへの選択的な変異導入および変異型リボゾ

ームによる潜在機能活性化技術(リボゾーム工学)

を確立した｡さらには､本技法によって得られた

変異型リボゾーム(改良型リボゾーム)による効

率的な物質生産のメカニズムについて究明した｡

2.抗生物質耐性を利用した効率的なリボゾーム

改良技術の確立
一般的に用いられている抗生物質の中には､タ

ンパク質合成阻害剤､すなわちリボゾーム攻撃性

の薬剤が多数存在する｡こういった抗生物質を利

用することによりリボゾームを構成する特定の成

分(タンパク質あるいはRNA)に選択的に変異を

導入することが出来る｡我々は､放線菌

Streptomyces lividansおよびStreptomyces coelicolor

A3(2)における青色抗生物質｢アクチノロージン｣

の生産を微生物潜在機能のモデルとし､その活性

化(生産性の増大)に適したリボゾーム変異導入

法の確立を行った｡潜在機能活性化に有効な変異

を与える薬剤の一つは有名な抗生物質であるスト

レプトマイシンであった｡試験菌からストレプト

マイシン耐性変異株を取得すると､その大半はリ

ボゾームタンパク質S12の数カ所の特定部位に変

異を生じている｡ここで得られた様々なS12変異

の中でも､ 88番目のリジンがグルタミン酸に変化

した変異(K88E)がアクチノロージン生産の活

性化に特に有効であった｡

ここで述べたストレプトマイシン以外にも､ゲ

ンタミシン､パロモマイシン､フシジン酸あるい

はチオストレプトンといった薬剤によるリボゾー

ムの改変(変異の導入)が微生物潜在機能の活性

化に有効であることが明らかとなっている｡

3.リボゾーム改変による微生物潜在機能活性化

のメカニズム

K88E変異を導入したリボゾームは､生育の活

発な対数増殖期よりも定常期(アクチノロージン

の生産が開始される)に､より高いタンパク質合

成活性を発揮し､このことが潜在機能活性化の原

因と考えられた｡これは､生育終了時にはタンパ

ク質合成活性は低下する､という従来のリボゾー

ム学の考え方を修正する新たな発見であった｡さ

らには､このK88E変異型リボゾームに見られる

特異な性質が､ 30Sと50Sのサブユニットからなる

活性型リボゾーム粒子(70S粒子)が構造的によ

り安定になること､および定常期において多量の

翻訳因子が細胞内に蓄積されることの2点に起因

していることを明らかにした｡

4.リボゾーム工学的手法の有効性

本手法の実際の物質生産における有効性を検証

するために､動物用抗生物質｢サリノマイシン｣

の工業生産棟を用いた検討を行った｡その結果､

ストレプトマイシン耐性およびゲンタミシン耐性

変異､さらにはRNAポリメラーゼの変異であるnf

変異(転写レベルで潜在機能を活性化)を導入す

ることにより､その生産性を倍増(log/Lから20

-6-
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aサブユニット　βサブユニット(仰)

S12 (S叫

翻訳伸長田子
EF･G (Ius). EF･lTu

定常期における
翻訳の活性化

(転写効果との相乗作用)

図　リボゾーム工学的手法による微生物潜在能力の活性化

gn.に増加)することに成功した｡

改良型リボゾームを無細胞タンパク質合成系に

用いたところ､発現させるタンパク質の種類によ

っては野生型リボゾームを用いた場合の2倍程度

の合成量を示した｡

以上の結果は､リボゾームを操作することによ

り､物質生産(タンパク質の生産も含む)を効率

的に活性化できること､すなわちリボゾーム工学

の微生物潜在機能活性化における有効性を示して

いる｡
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第35回Codex食品添加物汚染物質部会報告
-とくに汚染物巽について-

2003年3月17-21日､タンザニア･アルーシャ

で開催された第35回Codex食品添加物汚染物質部

会(CCFAC)に､政府代表団長として参加した

ので報告する｡

発展途上国のCodex部会への参加を促す目的

で､発展途上国での部会開催が奨励されているた

め､ホスト国であるオランダは､タンザニアで本

ccFACを開催した｡確かにアフリカ諸国の参加

は増えたが､過去に治安上の問題がタンザニアで

あったことや､会期中にイラク戦争が始まる可能

性があったことなどから､通常より少ない42カ国

および19オブザーバー機関が参加した(米国､カ

ナダ､イタリア､スペイン､ノルウェー､フラン

ス､ポルトガル､中南米諸国は欠席)｡日本から

は農水省から5名､および民間団体から1名が参

加し､厚労省からは参加がなかった｡

ccFACは､食品添加物および食品中の汚染物

質(残留農薬･動物薬を除く)､天然毒素につい

て横断的に検討することを任務とする｡これら以

外に食用塩の規格および照射食品の規格･食品照

射実施規範についても検討している｡

(1)リスクアナリシス

codexにおいて食品安全にかかわる問題を扱う

部会は､リスクアナリシスの原則に従って検討を

行うことになっている｡さらに､総会がリスクア

ナリシスの作業原則を採択した後､なるべく早い

時期に当該部会がそれぞれの状況にあったリスク

アナリシスの原則を文書化することになっている｡

本部会もリスクアナリシスの原則についての文

書を検討した｡この中にはCCFACとリスクアセ

スメントを任務とするJoint FÅo/WHO Committee

on Food Additives O~ECFA)との密接な協力やリス

クコミュニケーション､リスクアセスメントやマ

ネージメントにおけるデータの必要性やデータが

十分でない場合の対処などが含まれている｡この

議論において日本政府代表団はかなりの貢献をし

た｡さらに､汚染物質･天然毒素の暴露評価政策

についての文書も検討されたが､日本政府はこの

文書のドラフティンググループの一員であった｡

(2)食品添加物

食品添加物一般規格(序文､一般使用基準､添

加物の使用基準表示のための食品分類)､個別食

品規格中の食品添加物条項の承認､加工助剤の定

義､食品添加物の規格と国際番号システムなどに

ついて検討が行われている｡一般規格は､部分ご

とに検討がなされているが､本規格に含まれてい

る使用基準と個別食品規格中の使用基準との間の

不整合が指摘されている｡

(3)食品照射

今回､照射食品の一般規格および食品照射の実

施規範の改訂版の最終採択をCodex総会に勧告す

ることになった(7月の総会で最終採択された)｡

改訂一般規格の最大の論点は､吸収線量の最大値

(再照射も含む)についてであった｡以前の規格

では､ ｢最大吸収線量は10kGy｣とされていたが､

改訂版では｢消費者の安全や健全性を損なったり､

食品の構造や機能性､官能的性質を損なったりす

るようなレベルより低いこと｡正当な技術的目的

を達成するために必要な場合を除き､ 10kGyを超

えてはいけない｡｣となった｡これはスパイスの

ように有害微生物除去のために10kGy程度の照射

を必要とする場合を考慮したものであるが､ドイ

ツとオーストリアはこれに反対した｡

(4)汚染物質･天然毒素

検討を要するハザード数が増加の一方であり､

ハザードそれぞれについて十分な検討時間がない

ような状況になっている｡したがって､初期段階

でドラフティンググループに参加して積極的に意

見や文案を提出することやデータを提供すること

が､意見を通す上で不可欠である｡

今回CCFACで検討された汚染物質･天然毒素

のリストを表に示す｡

最近では､世界の趨勢が最終産物のコントロー

ルから､生産･加工時のコントロールへと移動し

-8-
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ていることの反映および事故や被害の予防を目的

として､生産･製造規範や汚染源対策を作成する

ほうが食品の安全性を確保する上で有効とされる

ようになってきた｡規制にかける経費･時間･人

材などの面から､ダイオキシン類やいくつかのカ

ビ毒のように､基準値ではなく､生産･製造規範

を作成することが主流になってきている｡

汚染物質.毒素 ����ｹ�鰻��種類 

Patulin �8ｨ98585x8X�ｸ5芥8ｨ92�MLl) 

ゴジュースを成分とす る飲料 �4��"��

OchratoXinA Zearalenone Fumonisins Tricothecenes 俛)}��COP 

OchratoXinA 俛)}��ML3) 

Aflatoxins 佶�｢�COP MOA4) 

AnatoXins 凅陜I�b�COP 

DeoXynlValenol 俛)}��ML 

Lead 仍ｹ}��ML 

食品全般 �4���

Tin 豫ｨｶﾉ�鰻��ML COP 

Cadmium 僞�兒��>��ﾉ:饂����?r�ML 

DioXin&dioXin- ��鰻��COP 

likePCBs 倬I{��

Chloropropanols ��鰻忠<�,伜�ｨ����Z��5�987�4�/�ﾋI{�,h+x.��+)j�{��ML 

Acrylamide ��5) 

1)最大基準値(イタリックで示したものは2003年の

第26回総会で採択された) ; 2)生産または製造規範

(イタリックで示したものは2003年の第26回総会で採
択された) ; 3) 2003年の第26回総会は､再度検討す

るようCCFACに差し戻した; 4)分析法; 5)検討

文書を作成の予定｡日本もドラフティンググループに
参加｡

(5)今後の課題

(a)汚染物質の実態調査の必要性

今回の会議では､汚染物質に関する討議で実態

調査データの有無や暴露評価について触れられな

いことはなかった｡先進国ばかりでなく途上国に

おいても､汚染物質に関する実態調査が相当進ん

でいるようである｡日本でも､カドミウム以外の

汚染物質についても､暴露評価及び基準値設定に

活用できるような､統計的に意味のあるサンプリ

ングに基づいた実態調査を実施し､ CCFACにお

ける検討に対応していく必要がある｡

(b) ｢ALARAの原則｣と生産･製造規範

日本における汚染物質や毒素の基準値設定には

活用されてはいないが､ ｢食品中の汚染物質及び

毒素に関する一般規格｣の前文は､ ｢技術的に実

現可能な範囲でできる限り低い基準値を定める｣

という原則(ALARAの原則)について述べてい

る｡わが国もこのような考え方を取り入れるとと

もに､汚染を低減するような生産･製造規範の作

成に取り組む必要がある｡

(C)今後対応が必要と考えられる汚染物質

カドミウムについては各種の作業が必要である

ことはよく知られているが､それ以外に次のもの

がある｡

ダイオキシン類:各国から分析データを収集し､

汚染源を同定することを目的として食品や飼料中

のバックグラウンドレベル(通常濃度範囲)の設

定を試みることが決定された｡分析データを提出

するとともに､データの解析結果や分析法に基づ

いて､バックグランドレベルの問題点を明らかに

する必要がある｡

クロロブロバノール:英国が､酸分解植物タンパ

クを原料とする醤油のみならず広範な食品を対象

とする基準値提案を含む検討文書を作成すること

から､我が国における各種食品中のクロロブロバ

ノールの含有の実態を明らかにし､対応していく

必要がある｡

アクリルアミド:欧米で現在精力的に実施中の調

査研究データに基づく議論が行われることが想定

されることから､我が国も積極的に対応していく

必要がある｡

バツリン:この7月の総会で基準値が採択された

が､ 4年後に見直すことになっている｡そのため

に実態調査を行い､データを提出する必要がある｡

オクラトキシンA:この7月の総会で差し戻され

た｡再度検討が行われる｡

(企画調整部国際食品研究官　山田友紀子)
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仏蘭のバイオマスエネルギー研究機関への訪問

平成15年3月16日～21日まで､フランス共和国

石油研究所(Institut FranGais du Petrole: IFP)及

び国立応用科学研究所(Institut National des

Sciences Appliquees: INSA)並びにオランダ王国

ワ-へこンゲン大学リサーチセンター

(wageningen University and Research Centre:

WUR)を訪問し欧州におけるバイオマスエネル

ギー利用に関する研究の状況を調査した｡ WUR

と農林水産技術会議事務局とは､平成14年9月に

｢農業科学技術分野における協力計画に係る実施

取決め｣を締結したところであり､平成15年度に

は｢バイオマスエネルギーに関する国際ワークシ

ョップ｣を共同で開催する予定となっている｡そ

こで､国際ワークショップの企画の参考としても

らうため､我が国のバイオマスエネルギー研究に

関する状況の紹介をWURにおいて行った｡

フランス石油研究所は､石油､ガスおよびエン

ジンに関する専門の研究機関であるが､エネルギ

ー資源の有効活用を推進して次世代に資源を引き

継ぐことを目的として､環境保全･環境修復等-

の取り組みにも力を入れている｡その一環として､

バイオマスのエネルギーへの変換に関する研究を

実施している｡ Dr. Jean-Pierre Arlie及びDr. Daniel

Balleriniと面会し､バイオマスエタノールの生産

に関する研究､バイオディーゼルの生産に関する

研究､フランスにおける研究･普及体制及びフラ

写真1　フランス石油研究所(lFP)の外観

ンスにおけるバイオマスエネルギーの生産状況に

関して話を伺った｡エタノール変換においては､

木質系バイオマス資源のうちのエタノールに変換

しやすい成分だけを発酵に利用し､残りの部分に

ついてはガス化等の他の用途で利活用するといっ

たプロセスの合理化について検討を行っており､

学ぶべき点が多い｡

INSAは､フランス高等教育･研究･技術省

(the Ministry of Higher Education, Research and

Technology)所管の高等技術学校であり､基礎訓

練､教育および研究を担当している｡ INSA

Toulouse研究所のProf. Gerard Goma､ Prof. Pierre

F.Monsanらと面会し､バイオマスエタノールの

生産技術に関して研究状況を伺った｡触媒･酵素

工学､分子生物学､バイオリアクター工学､生物

システムの自動化､生物分離工学､ DNAシャフリ

ング､ DNAアレイといった手法を駆使し､高効率

の膜分離型生物反応槽(メンブレンバイオリアク

ター)の開発に取り組んでいる｡また､開発した

技術の普及にあたっては､企業と共同でスケール

アップの検討を行うための特別の施設を有してい

る｡先のIFPでは､バイオマスエタノール生産の

原料として木質系バイオマスを対象とした検討が

なされていたが､ INSA Toulouse研究所では､小

麦デンプンを検討の対象としている｡この背景に

は､フランスが余剰の国産小麦を有する一方でそ

の価格が国際価格に比較して高いために容易には

輸出できない点があげられる｡まずは､国産小麦

の有効利用を第一に考えるべきであるとの考えで

ある｡ Prof. Gomaの意見では､ ｢確かに木質系バ

イオマスのエタノール変換も重要ではあるが､こ

れはそう簡単にできることではない｡ IFPでの研

究は､ 10年先あるいは20年先での実用化を目指し

た検討であると考えるべきである｡｣とのことで

あった｡

wURは､革新的な教育と基礎的､戟略的､応

用的研究が結合したユニークな組織であり､植物

科学､農業技術･食品科学､社会科学､環境科学､
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Ⅵゝ

動物科学の5部門から構成されている｡傘下には

農業技術研究所(ATO)､農業･環境工学研究所

(IMAG)､農業経済研究所(LEI) ､国際植物研究

所(PRI)を含む13の研究機関がある｡今回は､

IMAGのDr. W. Huisman　らやATOのDr. H. W.

Elbersenらと面会し､バイオマスエネルギーに関

する研究の動向を伺った｡ IMAGにおいては､バ

イオマスエネルギー材料の需給の季節変動､乾燥

に伴う水分損失､処理に伴う乾物量損失等を考慮

したバイオマスエネルギーの材料供給システムの

流れに関するモデル化を行っており､材料供給シ

ステムの最適化を目指している｡オランダでは､

ヤナギ(willow)､ススキ(miscanthus)､アサ

(hemp)といった作物のエネルギー作物としての

導入を検討しているが､ヤナギの栽培に関しては､

エネルギー作物としての利用だけではなく､土壌

浄化の機能も併せて活用する一種のバイオレメデ

ィエーション手法としての研究も行っている｡さ

らに､エネルギー作物の種類及びその用途に応じ

た粉砕方法､減量化方法､乾燥方法､貯蔵方法の

選定に関する研究も行っている｡ATOにおいては､

バイオマスからの水素生産に関する研究､バイオ

ディーゼル関連研究及びバイオマスエタノール生

写真2　農業･環境工学研究所(lMAG)の
Dr. AnneveHnk(左)とDr. Husman(右)

(中央の作物はススキ: miscanthus)

産に関する研究に関してその状況を伺った｡植物

油をディーゼル代替燃料に変換する際の技術に関

しては､アルカリ触媒を用いたメチルエステル化

が検討の中心である｡ただし､対象となる原料に

ついては､他のヨーロッパ諸国とは異なり､廃食

用油である｡他のヨーロッパ諸国においては､バ

イオディーゼルに対する税制上の補助があるのに

対して､オランダではそうした制度がないことが

普及推進の上での大きな障害となっているとのこ

とであった｡オランダでも日本と同様にバイオマ

スエタノールの原料としては､農産廃棄物､畜産

廃棄物､食品廃棄物等の廃棄物系の資源を中心に

考えている｡ただし､資源作物として､ヤナギヤ

スイッチグラス(switchgrass)等も検討の対象と

している｡いずれの場合も､リグノセルロース系

の素材であり､研究内容もリグノセルロースを対

象としたものが中心となっている｡

我が国が現在バイオマスエタノールの原料とし

て研究対象としているものが有機性廃棄物､特に

木質系廃棄物であるのに対して､フランスが検討

対象の中心としているものが余剰農産物である小

麦のデンプンである点で大きな相違を感じ､材料

という観点からは連携の可能性は低いものと考え

られた｡しかしながら､その研究手法および取り

組みのための研究体制は､学ぶべき点が多い｡特

に､一つのシステムの開発に関して､異分野の多

くの研究者が-カ所に集まり連携して取り組んで

いく体制については､その効率の高さを強く感じ

た｡一方､オランダに関しては､耕地面積が限定

されていることもあって､バイオマスエネルギー

の原料として農産廃棄物に重点を置いており､我

が国と共通する観点に立った取り組みを行ってい

るとの印象を強く受けた｡このため､学ぶべき点

は多く､この分野での今後の国際協力の意義も大

きいものと考える｡

本調査を実施するにあたり多大のご協力をいた

だいた在京フランス大使館科学技術部渡辺早苗様､

在京オランダ大使館農業部参事官補佐Theo Jonker

様を始め関係の方々に心より感謝申し上げます｡

(食品工学部反応分離工学研究室　鍋谷浩志)

→ ill　-
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平成1 4年度運営評価会議(報告)

中期計画(5年間)及び年度計画の達成状況を

評価するため､運営評価会議を開催している｡行

政､大学､食品産業関係者､消費者代表からなる

10名の運営評価委員､全員の出席を得て平成15年

4月16日13時～17時､学士会館において運営評価

会議が開催された｡運営評価会議では､ (∋中期目

標では想定されていないアクリルアミド問題に迅

速に対応したこと､ ②原著論文が204報(数値目

標130報)､特許出願が46件(数値目標22件)と､

いずれも数値目標を大幅に超えていること､ ③社

会的ニーズを踏まえながら研究を進めていること

等で､高い評価を得た｡なお､評価結果の概要は

以下のとおりである｡

平成14年度運営評価会議における評価結果の概要

運営業務に関する業務の評価結果(A, B, Cの3段階評価)

A評価17項目､ B評価0項目､ C評価0項目

研究業務に関する業務の評価結果(S, A, B, Cの4段階評価)

S評価3項目､ A評価21項目､ B評価0項目､ C評価0項目

なお､ S評価は｢食品の味覚や物理的特性等の噂好機能の解析と評価技術の開発｣､ ｢ゲノム情報

やリボゾーム情報を活用した微生物の遺伝特性の解明｣及び｢食品関連有用酵素の分子構造の解明

と機能改良｣の3課題であった｡

評価委員長の総括コメント

食品総合研究所側からの詳細な説明をいただい

た後､ 1時間ほどかけて9名の評価委員の先生方

の意見を拝聴し､その意見をとりまとめさせてい

ただき､これから総合所見を述べさせていただき

ます｡

評価委員の先生方の共通的な意見として､総体

的に､運営の面でも研究の面でも､大変よく行わ

れているという感想を持ち､一様に高い評価でし

たし､私もそのように判断しています｡

その内容について､以下に簡単に申し上げます｡

○運営の側面､社会的ないろいろな要請への対応

の側面(行政ですから､社会的な要請に対して

どう取り組むかが大きな問題となりますが)､

いずれの場合も研究､運営面で非常にフレキシ

ブルな対応がなされており､高く評価をいたし

ます｡

○研究の執行体制､ 5年間の中期目標とかの面で

確かにしぼられてはいますが､アクリルアミド

問題等､緊急的な課題に対しても努力され､よ

く対応されている点が非常に高く評価されます｡

○人材の公募は実行されているようですし､任期
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制も検討されておりこれから導入されるという

ことですので､独立行政法人としての努力目標

に対して怠り無くやられているということで､

これも評価したい｡

○各項目毎の研究内容に関しましても､基礎的な

面､応用的な面いずれも水準以上の研究をやら

れており､同時に国際的な高い評価を得ている

研究も行っているということで､この点につい

ても､この規模の研究所としては､予算からみ

ましても高く評価されてしかるべきだというこ

とです｡

○受託研究も行われており､行政的な面で､ある

いは社会との関連性も強く､高く評価できま

す｡

○基本的に運営の面でも研究の面でも大変よく行

われているという評価ですが､多少細かな､技

術的な側面となりますが､たとえば､報告書の

作り方に関して多少工夫された方がいいのでは

ないか､というご意見もあったので付け加えさ

せていただきます｡本日のご説明を受けてよく

分かったこともありますが､評価方法について､

どちらかといえば抑制的な表現があり､真意が

伝わらない側面もあるので､実際に研究内容を

表現する場合に､もっと自信をもって表現され

た方がよいと思います｡

○また､資料についていえば､研究内容を記載す

る場合に､単純に論文の数だけでなく､外部か

らの資金導入の面､人数の面､どれだけ研究費

を使ったとか､社会的インパクト､そういうも

のを含めた総体的な評価の方法を案出される

と､評価する側として非常に理解しやすいし､

正しい評価が可能ではないかと感じました｡

○最後に､繰り返しになりますが､原著論文数で

は数値目標の1.5倍､特許出願では2倍を超え

ており､社会的ニーズを踏まえながら非常によ

く頑張っておられるということです｡

●軸.●　●一棚亡.●　●一輪.●　●一触'･●　●J　"　申亡.●　●一輪'･●　●一触'･●　●一輪.●　●一触･●　●一輪'･●　●一鞭.●

｢農林水産省独立行政法人評価委員会農業技術分科会｣による評価結果(平成13年度)

食品総合研究所の業務に関しては､ ①運営評価会議､

②農水省の評価委員会､ ③総務省の評価委員会の3つ
の委員会から評価を受けます｡農水省の評価委員会で

ある｢農林水産省独立行政法人評価委員会農業技術分

科会｣による､平成13年度業務の評価概要は以下の通

りです｡

総合評価　A (A, B, Cの3段階評価)

評価に至った理由

｢予算､収支計画及び資金計画｣については取り組

みがやや不十分であったが､ ｢業務運営の効率化に関す

る目標を達成するためとるべき措置｣､法人の主要な業

務である研究開発を含む｢国民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置｣及び｢その他農林水産省令で定め

る業務運営に関する事項｣が中期計画の達成に向けて

順調に進捗しており､全体として業務は順調に進捗し

ていると判断し､ Aと評価した｡

総合所見

独立行政法人食品総合研究所は､食品に関係する科

学､技術に関する幅広い研究を行うことにより､食品

の利用､加工及び流通に関する技術の向上や食品の安

仝性､機能性に関する行政への貢献と国民-の情報発

信を行うことが求められている｡このような観点から､

平成13年度の業務の実績について調査･分析し､評価

した結果は以下のとおりである｡

◎主要な業務である研究開発については､中期計画の

達成に向けて順調に業務が進捗しており､質の高い

論文､特許が出されていることを高く評価する｡特

に､ ｢微生物･酵素利用の高度化｣の研究開発におい

て､顕著な実績が得られている｡

なお､食品安全性に関する研究開発については､

体制の強化を図るとともに医学関係機関等他分野の

機関と積極的に連携して研究を進める必要がある｡

◎管理･運営については､食品規格委員会(Codex

Alimentarius Commission)など国際的に重要な委員

会への研究職員の派遣による食品行政への貢献が評

価できる｡

なお､平成14年度以降､競争的資金の獲得､他の

研究機関との連携について､なお一層取り組む必要

がある｡

さらに､これら業務運営の効率化､主要業務であ

る研究開発を通じた国民へのサービスの向上等への

努力が､国民に理解され､適正に評価されるよう､

財務運営面において明確に示していく努力が必要で

ある｡
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貝沼圭二顧問､平成1 5年度紫綬褒章を受賞

(受賞記念祝賀会)

当研究所顧問の貝沼圭二氏が｢澱粉の微細構造

と新規糖質の開発｣の功績により､平成15年度の

紫綬褒章受賞の栄誉に浴された｡氏は昭和34年に

東北大学農学部を卒業後､食品総合研究所の前身

である農林省食糧研究所に入所され､以来一貫し

て澱粉を中心とする糖質科学の研究に遭進して来

られた｡特に､澱粉の構造解明と新規用途の開発

は氏のライフワークともいうべき研究である｡

これを記念して､去る6月18日､ホテルJALシ

ティー田町東京･鳳風の間で有志一同による受賞

記念祝賀会が開催された｡当日は氏の多彩かつ燈

びやかな経歴を反映して､学界､業界､行政､団

体等各分野から総勢165名が参加し華やかな宴と

なった｡発起人代表である橋本　仁㈱横浜国際バ

イオ研究所社長の経緯説明を皮切に､食品総合研

究所鈴木理事長の業績紹介､ JIRCAS岩元理事長

の祝辞､ STAFF畑中理事長の乾杯で開始された祝

賀会は､歓談と各界からの祝辞､祝電披露を挟ん

で､賑やかなうちに進行した｡旧炭水化物研究室

時代の研究が業績の主要部分を占めるため､食総

研OBや当時の企業からの研修生など懐かしい顔

ぶれも多く､久しぶりの旧交を温める場面が随所

で見られた｡また､紫綬褒章を記念して紫色の照

明で会場をライトアップするなど､ホテル側の気

配りの行き届いた演出が雰囲気を盛り上げた｡瞬

く間に予定の2時間が過ぎ､最後に貝沼顧問ご本

人からの挨拶､イベント会社パーティ･ 7-の美

女3名からの花束贈呈とともにフィナーレを迎え

た｡月沼顧問及び同顧問を陰に日向に支えて来ら

れた奥様に対して心よりお祝い申し上げるととも

に､祝賀会の準備に奮闘頂いた方々に感謝した

い｡

(受賞の対象となった業績)

30年ほど前まで､澱粉の構造は有機化学的手法

やⅩ線回折による研究結果から､樹状構造モデル

(Meyerモデル:アミロペクチンの分岐が等間隔

に分布)およびシングルへリックス構造モデルが

主流であった｡しかし､これらのモデルでは澱粉

が容易に結晶化すること､結晶の比重が炭水化物

としては異常に高い(1.60)ことなど､澱粉が示

す特異的な物性の説明が不可能であった｡そこで､

氏は､酵素化学及び結晶化学的な手法で研究を進

め､糖質関連酵素の基質特異性を解明する中で､

α一及びP-アミラーゼ､プルラナ-ゼ､イソアミ

ラーゼ､サイクロデキストリングルカノトランス

フェラーゼ等の酵素を利用して澱粉の微細な分岐

- 14-
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構造が明らかにできることを発見､これらを用い

て､樹状構造をとるとされたアミロペクチンの2

次構造(平面構造)が､実際には房状構造(アミ

ロペクチンの分岐が､ある部分に房状に集中)を

とることを世界で初めて明らかにした｡次いで､

澱粉の非結晶部分を酸処理で除去した部分分解物

(ネ-ゲリアミロデキストリン)を含水及び無水

状態でⅩ線回折像により解析し､澱粉の結晶は水

分子を含まず､ 2本の澱粉分子直鎖が密に絡み合

ったダブル-リックス構造をとる可能性が強いこ

とを明らかにした｡これらの事実は澱粉の比重､

結晶単位格子とブドウ糖の分子数などを良く説明

しており､ ｢Kainuma-Frenchの二重螺旋モデル｣

として､天然多糖類で初めての立体構造モデルを

提唱した｡本モデルは澱粉の基本構造の概念を-

変するものであり､生化学､糖質関連の教科書､

専門書を書き換えるとともに､その後の糖質研究

の発展に大きく寄与した｡また､氏は本研究の中

でマルトヘキサオース生成酵素､マルトペンタオ

ース生成酵素など新規なオリゴ糖生成酵素を発見

し､マルトヘキサオース､イソマルトース､マル

トペンタオース､ α-サイクロデキストリンなど

の新規糖質を世界に先駆けて工業生産､実用化さ

せた｡これらの糖質は医薬用の診断薬､機能性食

品素材など､澱粉の高付加価値化商品として高い

評価を得ている｡さらに氏は､このような澱粉の

基礎研究に留まらず､早い段階から研究及び行政

面から産学官の連携に尽力し､わが国独自に発展

した澱粉糖産業の創出をリードしてきた｡

(春見　記)
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平成1 5年度国連大学研修プログラム

●平成15年度フェローについて

国連大学(UNU) ･キリンフェローシップに

よる今年度のフェロー5名が4月に来日しまし

た｡同5日には､東京･青山のUNUにおいて授

賞式が盛大に行われ､ UNU学長､キリンビール

社長､食総研理事長をはじめとする多数の参加者

に今年度フェロー､アドバイザーが紹介されまし

た｡前年度フェローが一年間の研修成果を披露す

る間､真剣に耳を傾け､一年後には彼らにも増し

て成果を上げられるよう､決意を新たにしたよう

です｡来日後3ケ月あまりを経た現在では､研究

課題も固まり､つくばでの生活にもすっかり慣れ

た様子です｡各研究室において､アドバイザーの

指導のもと､日々研究に打ち込んでいます｡ JSPS

やJICA等のフェロー同様､ UNU･キリンフェロ

ーに対しても､皆様の温かいご支援をどうぞよろ

しくお願いいたします｡

氏名(愛称) /国名/受入研究室/アドバイザー

名/研究課題)

Dr. Tiwari RaviBhushan (ティワリさん) /イン

ド/流通工学研究室/椎名室長/ ｢加工･貯蔵過

程における冷凍野菜の栄養価および抗酸化性の評

価｣

Dr. Vijayendra Sistla Venkata Naga (ヴイジェさ

ん) /インド/糸状菌研究室/相木室長/ ｢微生

物由来ユキソポリサッカライドの性質と役割｣

Mr. TianJiesheng (ティエンさん) /中国/酵素

機能研究室/北岡主任研究員/ ｢分子生物技術と

酵素学について｣

左からトウーさん､フユイェンさん､ヴィジ工さん､

ティワリさん､ティ工ンさん

Ms. Saowaluk Rungchang (トウ-さん) /タイ/

機能成分研究室/新本室長/ ｢食品添加物とその

性質に関する研究｣

Ms.DoThiHuyen (フユイェンさん) /ベトナ

ム/発酵細菌研究室/伊藤室長/ ｢枯草菌におけ

る酵素･ペプチドのネットワーク制御に関わる蛋

白質の分子機能解析｣

(国連大学研修事務局　力丸　記)
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人事情報

1.海外受入れ研究員(平成14年4月1日～平成15年3月31日)

(1)インターンシップ

受入研究室　　　　氏　　名　　　　　　　国　籍　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　期　　間

食品素材部

穀類特性研究室　yidiresiAlimujiang　　中国　　　　東京工業大学大学院生命理工学研究科12.10.01-15,03.31

応用微生物部

酵母研究室　　　Letsolo Maphoru Andrica南アフリカ　　筑波大学大学院生命環境科学研究科　15.03.15-16.03.02

生物機能開発部

分子情報研究室　YangHong　　　　　中国

酵素機能研究室　　SeoHyoJin　　　　　韓国

分析科学部

非破壊評価研究室　SirinnapaSaranwong　　タイ

China Agricultural University,　　　　14.04.01 - 15.03.31

Department of Microbiology

三重大学生物資源学部　　　　　　　13.09.01 - 14.03.31

筑波大学生命環境科学研究科　　　　14.08.05 - 15.02.24

(2)訪問研究員

受入研究室　　　　氏　　名　　　　　　　国　籍　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　期　　間

食品機能部

味覚機能研究室　　Soon-IUEONG　　　　韓国

味覚機能研究室　Woo-YoungLee　　　　韓国

流通安全部

安全性評価研究室　AdelShehataMahmoud　エジプト

韓国農林部国立農産物品質管理院　　14.07.22- 14.08.21

韓国食品医薬品安全庁　　　　　　　　14.07.22- 14.08.21

Assiut大学獣医学部　　　　　　　　　13. 10.06 - 14.04.05

(3) STAフェロー

受入研究室　　　　氏　　名　　　　　　　国　籍　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　期　　間

企画調整部

タンパク質分子設　NgocMinhNghiem　　ベトナム

計チーム

タンパク質分子設　Ber由minSailas　　　　インド

計チーム

食品機能部

味覚機能研究室　　Mi-RyungKim　　　　韓国

栄養化学研究室　　SirimalP. G.Arachchigeスリランカ

流通安全部

微生物制御研究室　ZheShengWen　　　　中国

Institute of Biotechnology (IBT), Ncst of 13.01.19- 15.01.18

Vietnam

University of Calicut, Department of　　13.01.09 - 15.01.08

Botany

Pukyang National University　　　　　12.08.01 - 14.07.3 1

ccylon Institute of Scientific & Industrial13.01.30- 14.01.29

Re search

Gnang Zhou Chest Hospltal　　　　　　12. 10.05 - 14. 10.04

食品害虫研究室　　Md.Sai血ll Islam Faruki　バングラデシュUniversity of Rajshahi, Department of　12.10.03- 14.10.02

Zoology

生物機能開発

酵素機能研究室　　SunilR,M.Ratnayake　ニュージーランド

酵素機能研究室　　OkhiomahAhmedAbu　ナイジェリア

酵素機能研究室　　Selanere L Mangala　　インド

酵素機能研究室　　SreekumarOthumpangat　インド

酵素機能研究室　　FarooqahmedS.Kittur　インド

オークランド大学　　　　　　　　　　13.02.20-15.02.19

Universlty Of lbadan, Dep. of Animal　　13.01.31 - 15.01.30

Science

"Swedish University of Agricultural　　13.03. 19 - 1 5.03. 18

Science, Department of Food Science‖

Calicut University, Department of　　　12. 1 1.30 - 14. 1 1.29

Life science

Central Food TechnologlCal Research　12. 1 1.29 - 14. 1 1.28

Institute
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受入研究室　　　　氏　　名　　　　　　　国　籍　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　期　　間

酵素機能研究室　　Suresh Cuddapah　　　インド

酵素機能研究室　　Mohammed Abdlll Satterインド

Khan

"Central Food TechnologlCal Research　12. 10.31 - 14. 10.30

Institute, °ept. Food Microbiology'-

"Aligarh Muslim University, Microbiology 12.10.30 - 14. 10.29

Division, Faculty of Life Science‖

酵素機能研究室　　Eran n a Rajashekhara　インド　　　Indian lnstitute of Horticultllral Research 12.09.20- 14.09.19

酵素機能研究室　　Ahmed Abu Rus■d　　　バングラデシュDepartment of Microbiology, University of 12.10,19- 14.10.18

Dhaka

酵素機能研究室　　Md.Shakhawat Hossain　バングラデシュDepartment of Microbiology, University of 13.03.01 - 15.02.28

Bhuiyan Dhaka

酵素機能研究室　　Bong Jo Kim　　　　　韓国　　　　　Department of Microbiology, University of 13.02.10- 15.02.09

Dhaka

(4) JSPSフェロー

受入研究室　　　　氏　　名　　　　　　　国　籍　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　期　　間

企画調整部

食品衛生対策チ-　BARIMd. Latiful　　　バングラデシュOsakaPrefectureUniversity, Graduate　13.09.01-15.08.31

ム

食品衛生対策チー
ム

タンパク質分子設

計チーム

タンパク質分子設

計チーム

タンパク質分子設

計チーム

食品機能部

栄養化学研究室

B assamA.AnflOuS　　　米国

PHANVan Chi　　　　ベトナム

NONGVan Hai　　　　ベトナム

CHAUDIIARI B.　　　インド

Liladhar

GALBADA　　　　　　スリランカ

ARACHCHIGE S.P.

School of Agricultural and Biological

Science s

米国農務省東部研究センター　　　　14.08.18-14.08.28

Institute of Biotechnology National Center 13. 12. 14 - 14.06. 13

for NaturalScience &Technology

Institute of Biotechnology National Center 14.02.02 - 14.05.02

br Natural Science & Technology

North Maharashtra UnlVerSity, Jalgaon, 14.03.01 - 16.02.28

°ept. of Microbiology, School of Life

Science

Ceylon Institute of ScientiBc & Industrial14.09.01 - 14.ll.30

Re search

流通安全部

食品害虫研究室　　MONDAL K.A.M.S.　バングラデシュUniversity of Rajshahi, Institute of　　　14.03.ll-14.05.10

Hossain

食品害虫研究室　　SHAZALIM.EIHassan　スーダン

食品素材部

タンパク質素材研　KIMChan-Sbick　　　韓国

究室

食品工学部

製造工学研究室　　Changyou LI　　　　　中国

製造工学研究室　　SHIBO　　　　　　　　中国

製造工学研究室　　WUQiangXian　　　　中国

製造工学研究室　　CHANGYOU LI.　　中国

計測工学研究室　　GADM.G.A.Elghany　エジプト

BiologlCal Sciences

Agriculture Research Corporation, Grain 14.01.31 - 14.ll.29

Storage Research Unit

Cheju Universlty, °ept. of Agriculture　13. 12. 14 - 14.06. 13

Chemistry, Fac. Of Horticultural Life

Science

College of Engineerlng, South China　　14.03.28 - 14.06.25

Agriculture University

中国農業科学院飼料研究部　　　　　14.03.28- 14.06.25

Wuhan University, Chemistry　　　　　13.ll.05- 15.ll.04

D epartment

華南農業大学　　　　　　　　　　　　14.03,28- 14.06.25

Angstrom Technology Partnership (ATP) 14.03.29 - 16,03.28

反応分離工学研究　ⅩUQ.Y.　　　　　　中国(日本)　筑波大学農学研究科　　　　　　　　14.04.01-16.03.31

室

反応分離工学研究　TAN C.P.　　　　　マレーシア　　Universiti Putra Malaysla　　　　　　14.09.01-16.03.31

室
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受入研究室　　　氏　　名　　　　　　国　籍　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　期　　間

電磁波情報工学研

究室

応用微生物部

発酵細菌研究室

生物変換研究室

生物変換研究室

発酵細菌研究室

生物機能開発部

分子情報研究室

ALIHAQ M. I.

VENKATADASU

Veeranki

XIE Qiuhong

XIE Qitlhong

VENKATADA SU

Veeranki

LO LEGGIO L.

パキスタン　　東京大学大学院農学生命科学研究科

インド　　　　Korea Advanced Institute of Science and

Technology

中国　　　　　Foundation for Advancement of

lntemational Science

中国　　　　　Foundation for Advancement of

lnternational Science

インド　　　　Korea Advanced lnstitute of Science and

Technology

イタリア　　　University of Copenhagen

14.04.08- 16.04.07

14.01.21-16.01.20

13.10.01 - 15.09.30

13.10.01 - 15.09.30

14.01.21-16.01.20

14.09.26- 14,ll.05

分子情報研究室　KOTWALS. Mehboob　インド　　　‖National ChemicalLaboratory, NCIM, 14.03.14-15.03,04

Division of Biochemical Science一一

微生物機能研究室

細胞機能研究室

細胞機能研究室

分析科学部

品質情報解析研究

室

CHOUDHURY A.

Kumar

WEN Y.

YAN Peisheng

CHAUGHULE R.

Shantaram

インド　　　　University of Virginia, Department of　13.12.04- 15.12.03

Chemi stry

中国　　　　　China Agriculture Universlty, College of 14.06.26- 16.05.31

BiologlCal Science

中国　　　　　HLaiang AgriculturalUniverslty, The　　14.02. 19 - 16.02. 18

1nstitute of Applied Mycology'■

インド　　　　Tata lnstitllte OfFundamental Research, 14.02.18-14.05.18

Condensed Matter Phisics

(5)国連大研修生

受入研究室　　　氏　名　　　　　　国　籍　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　期　　間

生物機能開発部

酵素機能研究室　　Guohua Guam 中国

食品素材部

穀類利用研究室　　Odbayar Tsiei-Oidov　　モンゴル

糖質素材研究室　　SunitaGrover　　　　　インド

食品工学部

流通工学研究室　　ApinyaChudhangkura　タイ

製造工学研究室　　KodthaluSeetharamaiahインド

Shivashankara

中国農業大学 14.04.01 - 15.03.31

モンゴル理工科大学　　　　　　　　　14.04.01-15.03.31

インド国立酪農研究所　　　　　　　　14.04.01-15.03.31

食品研究製品開発研究所　　　　　　14.04.01 - 15.03.31

インド国立園芸研究所　　　　　　　14.04.01-15.03.31

(6) JICA研修生

受入研究室　　　氏　名　　　　　　国　籍　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　期　　間

食品機能部

栄養化学研究室　　PathmasiriRansinghe　スリランカ　　国立産業技術研究所

食品工学部

流通工学研究室　IlmigangaNamali　　　スリランカ　IndustrialTechnologylnstitute

HEWAJULI GE

分析科学部

非破壊評価研究室　HewaP.P.S.Somasiri　スリランカ　　国立産業技術研究所

13.12.01-14.ll.30

14.04.01 - 15.03.19

､14.01.06- 14.12.28

-19-
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(7)農水省二国間研究貞

受入研究室　　　氏　名　　　　　　国　籍　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　期　　間

食品工学部

製造工学研究室　　MarcLalande　　　　フランス　　　フランス農業科学研究センター　　　13.02.ll-13.02.16

(8)開放的融合研究推進研究員(科振調費)

受入研究室　　　氏　名　　　　　国籍(外人のみ)　　　　所　　属　　　　　　　　　期　　間

生物機能開発部

微生物機能研究室　ElizabethMH

Wellington

英国

微生物機能研究室　George H.Jones　　　米国

微生物機能研究室　MarkJeremyButtner　英国

微生物機能研究室　C.RicbardHutchinson　米国

微生物機能研究室　オウ　セ-ホン　　　韓国

微生物機能研究室　徐　俊　　　　　　　　中国

微生物機能研究室　張　琴　　　　　　　　中国

微生物機能研究室　リカ　シュヒルトラゼ　グルジア

Department of BiologlCal Sciences,　　14.05.28- 14.06.06

Universlty Of Warwick

Department of Biology, Emory UnlVerSlty 14.05.28 - 14.06.06

Department of Molecular Microbiology,

John lnnes Centre

Kosan Biosciences, Inc.

微生物機能工学研究室

微生物機能工学研究室

微生物機能工学研究室

微生物機能工学研究室

14.05.28- 14.06.06

14.05,28- 14.06.06

12.04.07- 15.03.31

12.06.01-15.03.31

12.09.01 - 15.03.31

12.08.01-15.03.31

2.国内受入れ研究員(平成14年4月1日～平成15年3月31日)

(1)所内講習生

受入研究室　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　　　　　期　間

企画調整部

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

小柳　圭子　　熊本県食品加工研究所

大王かおる　　熊本県食品加工研究所

伊是名信一郎　沖縄製粉株式会社　研究開発室開発課

西薗　　修　　農事組合法人　両州農場　商品開発課

富里　　聡　　株式会社　青い海　開発部　研究開発室

中山　　央　株式会社ヤマキ食品製造部　第2課　調味仕込班

鈴木　束子　　山形県立農業試験場　加工開発研究部

柴田　充教　　東京都立食品技術センター

長沼　孝多　　山梨県工業技術センター技術第1部食品･酒類科

坂上　祥子　　新潟県醤油協業組合　研究開発室

柳津　貴之　　佐藤食品工業株式会社　開発部　研究室

吉川　基世　　石川県農業総合研究センター生産環境部

寺内　修司　　タカ食品工業株式会社　企画開発室

村田　　剛　　アリアケジャパン株式会社　品質管理部

桑島　陽子　　片山食品株式社　技術開発　品質管理郡

山尾　孝一　　ヨネビシ醤油株式会社　生産部

村松　優子　　日東アリマン株式会社　開発部

大塚　瑞恵　　株式会社ロッテ　中央研究所　管理部

大野　昌美　　株式会社ロッテ　中央研究所　基礎管理部

針塚　藤重　　針壌農産代表

木村美和子　　和歌山県工業技術センター

有住　和彦　　宮城県産業総合センター食品バイオ技術部

曽根　　宏　　宮城県産業総合センター食品バイオ技術部

畳谷　和之　　岩塚製菓株式会社　開発部　開発研究課

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14,08.26- 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26- 14,08.30

14.08.26- 14.08.30

農産加工科14.08.26-14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26- 14.08.30
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(7)農水省二国間研究貞

受入研究室　　　氏　名　　　　　　国　籍　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　期　　間

食品工学部

製造工学研究室　　MarcLalande　　　　フランス　　　フランス農業科学研究センター　　　13.02.ll-13.02.16

(8)開放的融合研究推進研究員(科振調費)

受入研究室　　　氏　名　　　　　国籍(外人のみ)　　　　所　　属　　　　　　　　　期　　間

生物機能開発部

微生物機能研究室　ElizabethMH

Wellington

英国

微生物機能研究室　George H.Jones　　　米国

微生物機能研究室　MarkJeremyButtner　英国

微生物機能研究室　C.RicbardHutchinson　米国

微生物機能研究室　オウ　セ-ホン　　　韓国

微生物機能研究室　徐　俊　　　　　　　　中国

微生物機能研究室　張　琴　　　　　　　　中国

微生物機能研究室　リカ　シュヒルトラゼ　グルジア

Department of BiologlCal Sciences,　　14.05.28- 14.06.06

Universlty Of Warwick

Department of Biology, Emory UnlVerSlty 14.05.28 - 14.06.06

Department of Molecular Microbiology,

John lnnes Centre

Kosan Biosciences, Inc.

微生物機能工学研究室

微生物機能工学研究室

微生物機能工学研究室

微生物機能工学研究室

14.05.28- 14.06.06

14.05,28- 14.06.06

12.04.07- 15.03.31

12.06.01-15.03.31

12.09.01 - 15.03.31

12.08.01-15.03.31

2.国内受入れ研究員(平成14年4月1日～平成15年3月31日)

(1)所内講習生

受入研究室　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　　　　　期　間

企画調整部

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

小柳　圭子　　熊本県食品加工研究所

大王かおる　　熊本県食品加工研究所

伊是名信一郎　沖縄製粉株式会社　研究開発室開発課

西薗　　修　　農事組合法人　両州農場　商品開発課

富里　　聡　　株式会社　青い海　開発部　研究開発室

中山　　央　株式会社ヤマキ食品製造部　第2課　調味仕込班

鈴木　束子　　山形県立農業試験場　加工開発研究部

柴田　充教　　東京都立食品技術センター

長沼　孝多　　山梨県工業技術センター技術第1部食品･酒類科

坂上　祥子　　新潟県醤油協業組合　研究開発室

柳津　貴之　　佐藤食品工業株式会社　開発部　研究室

吉川　基世　　石川県農業総合研究センター生産環境部

寺内　修司　　タカ食品工業株式会社　企画開発室

村田　　剛　　アリアケジャパン株式会社　品質管理部

桑島　陽子　　片山食品株式社　技術開発　品質管理郡

山尾　孝一　　ヨネビシ醤油株式会社　生産部

村松　優子　　日東アリマン株式会社　開発部

大塚　瑞恵　　株式会社ロッテ　中央研究所　管理部

大野　昌美　　株式会社ロッテ　中央研究所　基礎管理部

針塚　藤重　　針壌農産代表

木村美和子　　和歌山県工業技術センター

有住　和彦　　宮城県産業総合センター食品バイオ技術部

曽根　　宏　　宮城県産業総合センター食品バイオ技術部

畳谷　和之　　岩塚製菓株式会社　開発部　開発研究課

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14,08.26- 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26- 14,08.30

14.08.26- 14.08.30

農産加工科14.08.26-14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26- 14.08.30
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受入研究室　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　　　　　　期　　間

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

研究交流科

守屋　公一　　香川県産業技術センター食品研究所

二瓶　　徹　　財団法人食品産業センター技術開発部

佐々木　玲　　ミヨシ油脂株式会社　食品研究所

今井　利恵　　株式会社たかの　品質管理課

土屋　勝規　　キッコーマン株式会社

平岩　雄介　　キッコーマン株式会社

中村　勝利　　茨城産業ガス株式会社　代表取締役

吉松　邦夫　　FLPジャパン･リミテツト　生産部

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26- 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

深山　隆明　　株式会社リンク総研　調査研究事業部　研究開発課　14.08.26-14.08.30

川ノ上　実　　大分県農水産物加工総合指導センター

孫　　旭臨　　エア･リキード･ラボラトリーズ

小棒　広長　　豊玉香料株式会社　フレーバ開発部

上林　祐史　　伊藤ハム株式会社　中央研究所

田連　　学　　伊藤ハム株式会社　中央研究所

14.08.26へ14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

14.08.26 - 14.08.30

(2)インターンシップ

受入研究室　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　　　　　　期　　間

企画調整部

食品衛生対策チーム

食品機能部

味覚機能研究室

応用微生物部

酵母研究室

流通安全部

食品包装研究室

食品包装研究室

食品包装研究室

食品包装研究室

中村　　斐

三上　嘉則

角谷　幸子

柴　　　文

鈴木　雅子

半田　雄一

陳　　　野

久留米工業高等専門学校生物応用化学科

筑波大学大学院バイオシステム研究科

日本女子大学家政学部食物科

立教大学大学院理学研究科化学専攻後期課程3年

立教大学大学院理学研究科4年

立教大学大学院理学研究科化学専攻前期課程1年

筑波大学農学研究科

14.07.28- 14.08.31

14.06.01 - 15.03,31

15.04.01 - 16.03.01

14.05.20- 14.05.20

14.05.20- 14.05.20

14.05.20- 14.05.20

14.07.09- 15.03.31

食品素材部

脂質素材研究室　　　　　　林　　宏紀　　徳島大学大学院栄養学研究科栄養学専攻博士前期課程2年14.05.07-14.12.20

応用微生物部

生物変換研究室　　　　　　佐々木千絵　　近畿大学大学食品酵素システム学研究室

食品工学部

製造工学研究室

反応分離工学研究室

反応分離工学研究室

流通工学研究室

計測工学研究室

電磁波情報工学研究室

電磁波情報工学研究室

生物機能開発部

細胞機能研究室

細胞機能研究室

浅岡　大介

松崎　彩子

龍田　哲朗

廉　　維民

市場　　誠

富津　晶子

金森　紀仁

高田　愛子

菅谷　輝久

東京農業大学生物産業学部食品科学科

筑波大学博士課程生命環境科学研究科

筑波大学第2学学群生物資源学類

筑波大学農林工学系

鳥取大学大学院工学研究科

東京大学大学院農学生命科学研究課

東京大学大学院農学生命科学研究科

東京家政大学家政学部栄養学科管理栄養士専攻

茨城大学教育学研究科教科教育選考家政教育専修

14.08.05- 15.08.16

14.03.18- 15.04.03

14.04.10- 15.03.31

14.04.22- 15.03.31

13.10,29- 14.09.30

13.08.06- 14.09,30

14.07.01 - 15.06.03

14.06.16- 15.03.31

14.08.05- 15.02.19

14.05.24- 16.03.31

(3)研究生

受入研究室　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　　　　　　期　　間

食品機能部

味覚機能研究室　　　　　　大島　慎司　　財団法人日本穀物検定協会中央研究所研究開発グループ14.07.22-14.08.09

味覚機能研究室　　　　　　大島　慎司　　財団法人日本穀物検定協会中央研究所研究開発グループ14.09.02-14.09.20

味覚機能研究室　　　　　　大島　慎司　　財団法人日本穀物検定協会中央研究所研究開発グループ14.10.01-14.10.31
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受入研究室　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　　　　　期　　間

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

流通安全部

微生物制御研究室

品質制御研究室

食品素材部

穀類特性研究室

生物機能開発部

酵素機能研究室

酵素機能研究室

津田　千尋　　財団法人日本冷凍食品検査協会神戸事業所

津田　千尋　　財団法人日本冷凍食品検査協会神戸事業所

津田　千尋　　財団法人日本冷凍食品検査協会神戸事業所

井上真以子　　社団法人日本草地畜産種子協会飼料作物研究所

青木新太郎　　財団法人日本食品分析センター多摩研究所

朝倉　智明　　アサヒ飲料株式会社研究所

黒木　柾吉　　個人

新村　和則　　株式会社サタケ

奥山　正幸　　北海道大学大学院農学研究科

鈴木　雅之　　日研化成株式会社

14.07.22- 14.08.09

14.09.02- 14.09.20

14,10.01 - 14.10.31

14.07.22 - 14.10.20

14.07.22- 14.08.09

15.02.28- 15.03.27

14.06.01 - 14.06.30

14.09.02- 14.09.13

14.07.22- 14.08.22

15.02.24- 15.03.07

(4)依頼研究員

受入研究室　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　　　　　期　　間

企画調整部

食品衛生対策チーム

食品衛生対策チーム

食品衛生対｢策チーム

マイクロチヤれレアレイ工学チーム

食品機能部

機能成分研究室

機能成分研究室

機能成分研究室

機能成分研究室

機能成分研究室

機能成分研究室

食品物理機能研究室

食品物理機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

味覚機能研究室

流通安全部

微生物制御研究室

食品害虫研究室

食品害虫研究室

食品害虫研究室

食品害虫研究室

浅川　　篤

天野　任久

山庄司志郎

山本　直人

鈴木　重徳

伏見　直也

アト-株式会社　技術開発部　学術研究課

株式会社ダイキン環境研究所

㈱日研生物医学研究所

長谷川香料株式会社技術研究所第4部

雪印ラビオ株式会社生産本部　開発研究所

昭和産業㈱総合研究所分析センター

浪岡　　莫　　プリマハム株式会社基礎研究所

小林　美穂　　宮崎県食品開発センター　食品開発部

小松原祥子　　総合研究所　バイオ研究センター

岡田　大士

渡連　弘隆

壇　はるか

渡辺　　聡

大田　順司

大田　順司

吉村　倫彰

重松　万由

正野　仁慈

進藤洋一郎

島田みちる

庄野　仁慈

梶野　敏彦

大峡　太郎

築山　佳苗

三嶋　　隆

斎藤　智子

梶野　敏彦

青山　冬樹

小池　康博

宮ノ下明大

川端　兼介

岡田　祐一

鹿児島県農産物加工研究指導センター

青森県農産物加工指導センターつがる農産物加工センター
ニッタ株式会社RETS事業部センサG

ハウス食品株式会社

(財)日本食品分析センター微生物部微生物制御課

(財)日本食品分析センター微生物部微生物制御課

アサヒビール株式会社

株式会社日清製粉グループ本社R&D品質管理部QEセンター

ハウス食品株式会社

アサヒビール株式会社R &D本部未来技術研究所

ハウス食品株式会社

ハウス食品株式会社

森永製菓株式会社品質保証部

海外貨物検査株式会社

株式会社フアスマック

(財)日本食品分析センター

アプライド　バイオシステムズ　ジャパン株式会社

森永製菓株式会社品質保証部

アサヒ飲料株式会社

王子通商株式会社パッケージ部

王子通商株式会社段ボウルシステム部

株式会社ロッテ中央研究所基礎研究部包装研究室
ヱスビー食品㈱中央研究所　商品本部

14.05.08- 14.ll,31

14.04.01 - 15.03.31

14.04.17- 14.09.30

14.10.ll-15.03.31

13.10.01 - 15.03.31

14.ll.25- 14.12.24

14.12.01 - 15.03.31

14.09.24- 14.10.18

14.06.05- 14.12.04

13.07.26- 14.01.25

14.05.13- 14.10.ll

14,04.01 - 15.03.31

14.04.15- 14.07.31

14.09.01 - 14.12.28

15.01.06- 15.01.24

14.04.01 - 15.03.15

14.ll.01 - 14.12.28

14.ll.01-14.12.27

13.09.21 - 15.03.31

14.04.ll -14.04.12

14.08.01 - 14,10.31

14.08.01 - 14.10.31

14.08.01 - 14.10.31

14.04.01 - 14.09.30

14.04.01 -14.05.31

13.10,ll-14.ll.30

14,08.01 - 14.10.31

､14.04.16- 14.10.15

14.08.01 - 14.10.01

14.04.10- 14.06.01

14.07.17- 15.03.31

14,07.01 - 14.12.13
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受入研究室　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　　　　　　期　　間

食品素材部

タンパク質素材研究室

タンパク質素材研究室

穀類特性研究室

穀類特性研究室

穀類特性研究室

穀類特性研究室

穀類特性研究室

穀類特性研究室

食品工学部

製造工学研究室

電磁波情報工学研究室

流通工学研究室

流通工学研究室

流通工学研究室

応用徴生物部

酵母研究室

酵母研究室

発酵細菌研究室

分析科学部

状態分析研究室

状態分析研究室

状態分析研究室

状態分析研究室

非破壊評価研究室

吉戒　和剛

吉戒　和剛

山倉　美穂

吉秋　　斎

小田原　誠

中川　力美

山倉　美穂

安居　裕次

マルハ株式会社中央研究所

マルハ株式会社中央研究所

越後製菓株式会社　沼田工場

石川県農業総合研究センター･育種栽培育種科

キューピー醸造株式会社

茨城県工業技術センター

越後製菓株式会社　総合研究所食品研究室

吉村穀粉株式会社

渡辺　啓明　　株式会社セールコンミトモ

勝亦　元宏　　テックインフォメーションシステムズ株式会社

川村　直樹　　株式会社タキ

打田　　宏　　仝農営農総合対策部生産資材研究室

畠山昭つぐ　　栃木県農業試験場栃木分場

小松崎典子　　ドーマー株式会社

西田　　治　　福島県立相馬農業高等学校

長島加帆吏　　日東食品株式会社

入江謙太朗　　㈱日清製粉グループ本社基礎研究所

田口　香代　　株式会社環境研究センター

岩松新之輔　　山形県工業技術センター庄内試験場

永友　栄徳　　株式会社梅丹本舗研究開発部

佐藤　孝史　　財団法人三重食品分析開発センター

14.04.01 - 14.12.03

15.01.01 - 15.03.31

14.10.23- 15.03.31

14.10.21 - 14.10.25

14.05.07- 15.03.31

14.10.01-14.ll.13

13.10.23- 14.10.22

14.06.03- 15.01.31

14.05.20- 14.08.09

14.12.01 - 15.01.31

14.09.01 - 14.09.30

14.08.07- 14.10.31

14.12.01 - 15.03.30

14.04.08- 15.03.31

14.10.01 - 14.12.27

13.04.26- 14.09.30

13.ll.06- 14.10.31

14.10.23- 14.ll.22

14.ll.01-14,ll.29

14.04.01 - 14.06.30

13.10.22- 14.10.21

(5)客員研究員

受入研究室　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　　　　　　期　　間

企画調整部
マイクロチャネルアレイ工学チーム

分析科学部

状態分析研究室

状態分析研究室

状態分析研究室

品質情報解析研究室

飯島　茂子　　水戸済生会総合病院　　　　　　　　　　　　　　　14.09.01-15.03.31

本　　広昭　　農林水産消費技術センター技術研究課　　　　　　　14.ll.26-14.ll.28

苗床　義隆　　農林水産消費技術センター技術研究課　　　　　　　14.ll.26-14.ll.28

法邑　雄司　　農林水産消費技術センター技術研究課　　　　　　　14.09.10-14.10.09

菊地　　郁　　理化学研究所フォトダイナミックス研究センター　　14.08.19-15.03.31

光生物第2サブチーム

(6)重点研究支援協力員

受入研究室　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　　　　　　期　　間

食品素材部

穀類利用研究室

穀類利用研究室

応用微生物部

酵母研究室

糸状菌研究室

糸状菌研究室

細胞機能研究室

山田　純代

飯島　朝子

安藤　　聡

木村　多江

松下真由美

青木千絵美

東京ビジネスサー

東京ビジネスサー

アデコキャリアス

アデコキャリアス

アデコキャリアス

アデコキャリアス

ビス㈱

ビス㈱

タップ株式会社

タッフ株式会社

タップ株式会社

タッフ株式会社

13.04.01 - 17.12.31

13.04.01 - 14.12.31

14.01.01-18.12.31

14.01.01 - 18.12.31

14.01.01-18.12.31

14.01.01-18.12.31
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(7)科学技術特別研究員

受入研究室　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　　　　　期　　間

食品工学部

反応分離工学研究室

応用微生物部

発酵細菌研究室

酵素機能研究室

岩本　悟志　　科学技術振興事業団

中田　裕二　　科学技術振興事業団

本多　裕司　　科学技術振興事業団

14.01.01 - 16.12.31

13.04.01 - 15.12.31

13.03.01 - 16.02,28

(8)連携大学院

受入研究室　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　　　　　期　　間

企画調整部

食品衛生対策チーム

食品工学部

反応分離工学研究室

反応分離工学研究室

生物機能開発部

分子情報研究室

天野(古谷)香菓子お茶の水女子大学人間文化研究科博士課程　　　　　12.04.20- 15.03.31

熊沢　直之　　筑波大学大学院(生命環境科学研究科)博士課程　　13.04.18-15.03.31

小林　　功　　筑波大学農学研究科(農林工学系)博士課程　　　　12.04.01-15.03.31

近藤　兼司　　筑波大学大学院農学研究科　　　　　　　　　　　　13.04.10-16.03.31

(9)生研機構研究員

受入研究室　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　　　　　期　　間

生物機能開発部

酵素機能研究室　　　　　西本　完　個人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13･04･01-17･03･31

酵素機能研究室　　　　　小林　厚志　個人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13.04･01-17･03･31

(10)開放的融合研究推進研究員(科振調費)

受入研究室　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　所　　属　　　　　　　　　　　　　期　　間

生物機能開発部

微生物機能研究室

微生物機能研究室

微生物機能研究室

微生物機能研究室

微生物機能研究室

微生物機能研究室

微生物機能研究室

微生物機能研究室

為広　紀正

笠井　光治

斎藤　菜摘

岡本　仁子

稲岡　隆史

梨本　正之

菅原　　潔

細川　桂一

開放的融合研究プロジェクト

開放的融合研究プロジェクト

開放的融合研究プロジェクト

開放的融合研究プロジェクト

開放的融合研究プロジェクト

開放的融合研究プロジェクト

開放的融合研究プロジェクト

開放的融合研究プロジェクト

12.04.01 - 15.03.31

12.04.01- 15.03.31

12.04.01 - 15.03.31

12.04.01 - 15.03.31

12.04.01 - 15.03.31

ll.12.01-15.03.31

ll.07.21 - 15.03.31

12.08.01 - 15.03,31

-24-
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3.特別研究員(非常勤職員)

受入研究室　　　　氏　名　　　　国　籍　　　　研　究　制　度　　　　　　　　　　期　　　間

企画調整部

食品衛生対策チーム川崎　　晋

食品機能郡

味覚機能研究室　　砂川美佐緒

味覚機能研究室　　川本　恵子

味覚機能研究室　　呉　　性姫　　　韓　国

食品素材部

糖質素材研究室　　山本　智子

脂質素材研究室　　張　　　紅　　　中　国

脂質素材研究室　　浅井　　明

穀類特性研究室　　鈴木啓太郎

穀類特性研究室　　栗田　昭宏

穀類特性研究室　　黒津　和彦

食品工学部

製造工学研究室

計測工学研究室

計測工学研究室

大輔晴平大元
■

士里

壇福七

重点研究領域

重点研究領域

生研機構

生研機構

沖縄産学官共同研究

生活･社会基盤研究

生活･社会基盤研究

生研機構

生研機構

生研機構

重点研究領域

総合研究

総合研究

計測工学研究室　　SabinaYeasmin　バングラデイシュ総合研究

計測工学研究室　　金　　種斌　　　韓　国　　　生研機構

計測工学研究室　　杉山　　滋

計測工学研究室　　吉野　智之

計測工学研究室　　鹿瀬　玉紀

生物機能開発部

分子情報研究室

酵素機能研究室

酵素機能研究室

酵素機能研究室

酵素機能研究室

微生物機能研究室

国韓

一朗志完桂史
幸司厚　然隆野場林本　　間水今小西金稲

微生物機能研究室　LejavaAleksandreグルジア

微生物機能研究室　岡本

微生物機能研究室　細川

微生物機能研究室　保坂

微生物機能研究室　朴

微生物機能研究室　米川

微生物機能研究室　渡辺

微生物機能研究室　稲川

微生物機能研究室　高橋

子一毅浩徹純文咲仁桂　年　　　卓公

韓　国

生研機構

生研機構

生研機構

生研機構

重点研究領域

生研機構

生研機構

生研機構

開放的融合研究推進制度

開放的融合研究推進制度

開放的融合研究推進制度

開放的融合研究推進制度

開放的融合研究推進制度

開放的融合研究推進制度

開放的融合研究推進制度

開放的融合研究推進制度

開放的融合研究推進制度

開放的融合研究推進制度

14.04.01 - 14.09.29, 14.10.01 - 15.03.31

14.04.01 - 14.09.29, 14.10.01 - 15.03.31

14.04.01 - 14.09.29, 14.10.01 - 15.03,31

14.04.01 - 14.09.29, 14,10.01 - 15.03.31

14.04.01 - 15.03.31

14.04.01 - 15,07.15

14.07.01 - 14.09.29,

14.04.01 - 14.09,29,

14.04.01 - 14.09.29,

14.04.01 - 14.09.29,

14.04.ll - 14.09.29,

14.04.01 -14.09.29,

14.04.01 - 14.09.29,

14.04.17- 14.09.29,

14.04.01 - 14.09.29,

14.04.01 - 14.09.29,

14.04.01 - 14.09.29,

14.04.01 - 14.09.29,

14.04.01 - 14.04.30

14.04.01 - 14.09.29,

14.04.01 - 14.09.29,

14.04.01 - 14.09.29,

14.04.01 - 14.09.29,

14,04.01 - 14.09.29,

14.04.01 - 14.07.31

14.10.01 - 15.03.31

14.10.01 - 15.03.31

14.10.01-15.01.31

14.10.01 - 15.03.31

14.10.01 - 15.03.30

14.10.01 - 15.03.30

14.10.01 - 15.03.30

14.10.01 - 15.0330

14.10.01 - 15.03.30

14.10.01 ′- 15.03.30

14.10.01 - 15.03.30

14.10.01 - 15.03.30

14.10.01 - 15.03.30

14.10,01 - 15.03.30

14.10.01 - 15.03.30

14.10.01-15.01.17

14.10.01 - 15.03.30

14.04.01 - 14.09.29, 14.10.01- 15.02.05

14.04.01 - 14.09.29

14.04.01- 14.09.29, 14.10.01- 15.03.30

14.04.01 - 14.07.31

14.04.01 - 14.09.29, 14.10.01- 15.03.30

14.04.01 - 14.09.29, 14.10.01 - 15.03.30

14.05.07- 14.09.29, 14.10.01- 15.12.31

14.10.01 - 15.03.30
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海　外　派　遣　者

氏　名　　　　　出　張　先　　　　　　　　　　　　派　　遣　　用　　務　　　　　　　　　　　　出張期間

相木　　豊　　イタリア

北岡　本光　　アメリカ

山田友紀子　　フランス､オランダ

横槍　潮香　　イギリス

日野　明覚　　中国

林　　　清　　カナダ

北岡　本光　　アメリカ合衆国

長尾　昭彦　　カナダ

松岡　　猛　　タイ

鈴木　平光　　カナダ

中嶋　光敏　　ドイツ

山田友紀子　　オランダ

楠田　和美　　アメリカ

金子　　哲　　アメリカ

田中　健治　　ドイツ

吉野　智之

河野　澄夫

名和　義彦

小堀真珠子

日野　明覚

柳本　正勝

後藤　菅久

アメリカ合衆国

タイ

タイ

オーストラリア

韓国

オランダ

イギリス

七里　元晴　　スウェーデン

金　種現　スウェーデン

杉山　　滋　　スウェーデン､イギリス

越智　幸三　　韓国

Lezhava Alexander

子晋史一浩毅正摘俊彦仁　隆桂年　紀莱　　道本本岡川　　坂広藤　藤岡岡稲細朴保為斎徐斉

国国国回国回国国国国イ韓韓韓韓韓韓韓韓韓韓夕

第6回欧州糸状菌遺伝学会

アメリカ科学会年会出席(非天然糖の活用による酵素一糖質

の分子間相互作用機構の解明)

コーデックス第17回一般原則部会､生物多様性条約カルタヘ

ナ議定書政府間委員会第3回会合

ストレス反応遺伝子と発癌制御機構に関する研究

第3回中国作物防除バイオテクノロジーと食品安全性

アメリカ油化学会大会

第11回シクロデキストリンシンポジウム

アメリカ油化学会大会

ISO/TC34 (農産食品の専門委貞会)遺伝子組換え体及びその

由来製品の検出方法に係る作業部会出席

第5回国際脂肪酸脂質学会

食品分散工学の体系化と新規用途開発に関する国際共同研究
コーデックス第34回残留農薬部会

米国胸部学会2002国際学会ほか

アメリカ微生物学会第102回総会

食品の安全性確保のための微生物汚染防除技術確立に関する

国際共同研究打合せ､第24回マイコトキシン研究集会

ラスベガス2002 :走査型プローブ顕微鏡､センサー及びナノ構造

近赤外分光法の熱帯農産物への応用に関する共同研究

21世紀に向けての先端技術およびカセサート大学とのこれか

らの共同研究シンポジウム

第4回国際細胞死学会

｢食品中の遺伝子組換え体検知法の開発に関する共同研究｣

中間報告会

第12回バイオマスのエネルギー･産業･気象保護に関する欧

州会議並びに技術展示会

食品の安全性確保のための微生物汚染防除技術確立に関する

国際共同研究打合せ

第7回国際ナノメートルスケール科学技術会議及び第21回ヨ
ーロッパ表面科学会議

第7回国際ナノメートルスケール科学技術会議及び第21回ヨ
ーロッパ表面科学会議

第7回国際ナノメートルスケール科学技術会議及び第21回ヨ
ーロッパ表面科学会議出席､研究打合せ

14.04.05 - 14.04.07

14.04.06- 14.04.13

14.04.14- 14.04.28

14.04.22- 15.04.21

14.04.23-14.04.26

14.05.04- 14.05.ll

14.05.04- 14.05.10

14.05.05- 14.05.10

14.05.05- 14.05.08

14.05.06- 14.05.13

14.05.09- 14.08.09

14.05.10-14.05.20

14.05.16-14.05.24

14.05.18-14.05.25

14.05.23-14.06.07

14.05.25- 14.05.31

14.05.27- 14.06.05

14.05.29- 14.06.02

14.05.30- 14.06.04

14.06.02- 14.06.05

14.06.16- 14.06.23

14.06.16-14.07.04

14.06.23- 14.06.30

14.06.23-14.06.29

14.06.23 - 14.07.04

仝南大学シンポジウム講師､第9回国際産業微生物遺伝学研14.06.27-14.07.05

究シンポジウム

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

14.06.30- 14.07.05

14.06.30- 14.07.05

14.06.30- 14.07.05

14.06.30- 14.07.05

14.06.30- 14.07.05

14.06.30- 14.07.05

14.06.30- 14.07.05

14.06.30 - 14.07.05

14.06.30 - 14.07.05

14.06.30 - 14.07.05

カセサート大学､農産物及び農産工業製品改良研究所におい14.07.01-14.07.06

て研究打合せ
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出　張　先　　　　　　　　　　　　派　　遣　　用　　務　　　　　　　　　　　　　出張期間

柳本　正勝　　韓国

金子　　曹　　オーストラリア

小林　秀行　　オーストラリア

舟根　和美　　オーストラリア

北岡　本光　　オーストラリア

西本　　完　　オーストラリア

田村　　基　　アメリカ合衆国

後藤　哲久　　アメリカ合衆国

林　　　清　　フランス

大谷　敏郎　　アメリカ合衆国

深溝　親房　　トルコ

楠本　憲一　　ノルウェー

鈴木　　聡　　ノルウェー

山田友紀子　　アメリカ合衆国

五十部誠一郎　ノルウェー

逸見　　光　　カナダ

三輪　　操　　イタリア

日野　明覚　　台湾

門間美千子　　ギリシャ

福士　大輔　　ニュージーランド

石田　信昭　　フランス

高橋　陽子　　アメリカ合衆国

山田友紀子　　イタリア

後藤　曹久　　アメリカ

永田　忠博　　マレーシア

菊池　佑二　　トルコ

中嶋　光敏　　フランス､ドイツ

椎名　武夫　　中国

伊藤　義文　　エジプト

内藤　成弘　　カナダ

佐々木朋子　　カナダ

徳安　　健　　タイ

椎名　武夫

宮ノ下明大

永田　忠博

越智　幸三

吉田　　充

亀山真由美

椎名　武夫

タイ

タイ

オランダ､フランス

アメリカ合衆国

アメリカ合衆国

アメリカ合衆国

韓国

第9回国際産業微生物遺伝学研究シンポジウム

第21回炭水化物シンポジウム

第21回炭水化物シンポジウム

第21回炭水化物シンポジウム

第21回炭水化物シンポジウム

第21回炭水化物シンポジウム

2002年国際ノートバイオテイクス連合(IAG)及び微生物の

エコロジーと疾病に関する学会(SOMED)の共催会議

2002年マイコトキシン国際ワークショップ出席､ AOACイン

ターナショナル本部研究打合せ

国際会議微生物学会

第7回国際近接場光学会

油糧種子､食用､工業用そして特別な油に関する世界会議及

び展示

第7回国際菌学会

第7回国際菌学会
Center for Food Safety and Applied Nutritionにおいて調査研究

第18回国際食品微生物学会大会

第20回生態系磁気共鳴国際会議

第48回国際食肉科学技術会議

アジア太平洋経済協力農業技術協力作業部会

第13回植物生理学会ヨーロッパ連合大会

2002年クイーンズタウン分子生物学会

第6回NMRの食品-の応用に関する国際会議

食品成分が生体の生理機能に及ぼす遺伝子発現調節機構の解明

FAO食品及び環境の残留農薬に関する専門委員会とwHO残留

農薬専門グループ合同会議

第116回AOAC International年会出席ほか

アジア地域における食品安全のリスクアナリシスに関するワ
ークショップ

第11回国際バイオレオロジー学会､第4回国際クリニカルへ

モレオロジー学会

第3回エマルション国際会議出席､カールスルーエ大学研究

打ち合わせ

東アジアにおける野菜の生産流通に関する国際シンポジウム他

第18回国際アリギこン･ピリミジンコンフアレンス

2002アメリカ穀物化学会年次大会

2002年アメリカ穀物化学会年会

平成14年度産業技術総合研究所国際協力推進グラント｢エビ殻キチ

ンからの機能性糖質の酵素法による生産｣に関わるジョイントセミ

ナー｢AIST-CU Joint Seminar on王iasic and Application of Material

Degranding Enzymes｣での講演とタイの研究機関との研究交流

収穫後生鮮農産物の革新的包装技術に関するセミナーほか

貯蔵害虫における生物的防除技術の開発

オランダおよびフランスの食品安全研究状況の調査､打ち合わせ

第7回国際微生物産物バイオテクノロジー会議

JIFSANjNCFSTワークショップ｢食品中のアクリルアミド:

科学的問題点､不確定性及び研究戦略｣

JIFSANjNCFSTワークショップ｢食品中のアクリルアミド:

科学的問題点､不確定性及び研究戦略｣

14.07.01 - 14.07.06

14.07.03- 14.07.13

14.07.06- 14.07.13

14.07.06- 14.07.13

14.07.06- 14.07.13

14.07.06- 14.07.13

14.07.13- 14.07.20

14.07.20- 14.08.01

14.07.26 - 14.08.03

14.08.10- 14.08.17

14.08.ll - 14,08.17

14.08.ll - 14.08,19

14.08.ll - 14.08.19

14.08.14- 14.08.23

14.08.17- 14.08.24

14.08.24- 14.09,01

14.08.24- 14.09.01

14.08.28- 14.09.02

14.08.30- 14.09,08

14.08.30- 14.09.06

14.09.02- 14.09.08

14.09,08- (15.09.07)

14.09.09- 14.09.27

14.09.14- 14.10.02

14.09.15- 14.09.17

14.09.20- 14.09,29

14.09.22- 14.10.02

14.09.22- 14.09.28

14.10.ll-14.10.19

14.10.12- 14.10.19

14.10.12- 14.10.18

14.10.15- 14.10.20

14.10.16- 14.10.20

14.10.21 - 14.10.30

14.10.23- 14.10.29

14.10.26- 14.10.30

14.10.27- 14.ll.01

14,10.27- 14.ll.01

コールドチェーン技術と生鮮農産物の機械化に関するシンポ14.ll.01-14.ll.05

ジウム
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氏　名　　　　　出　張　先　　　　　　　　　　　　派　　遣　　用　　務　　　　　　　　　　　　　出張期間

鈴木　平光　　ドイツ､イギリス

田中　健治　　アメリカ合衆国

日野　明覚　　中国

山田友紀子　　ハンガリー

安井　明美　　ハンガリー

日野　明覚　　台湾

河野　澄夫　　タイ

探津　親房　　アメリカ合衆国

一色　賢司　　アメリカ合衆国

川崎　　晋　　アメリカ合衆国

中嶋　光敏　　アメリカ合衆国

小笠原英明　　アメリカ合衆国

篠原　和毅　　アメリカ合衆国

井手　　隆　　アメリカ合衆国

山本　和貴　　アメリカ合衆国

門間美千子　　アメリカ合衆国

鍋谷　浩志　　アメリカ合衆国

杉山　純一　　アメリカ合衆国

伊藤　義文　　アメリカ合衆国

津志田藤二郎　アメリカ合衆国

五十部誠一郎　アメリカ合衆国

植村　邦彦　　アメリカ合衆国

越智　幸三　　アメリカ合衆国

大谷　敏郎　　アメリカ合衆国

小林　秀行　　アメリカ合衆国

林　　　清　　アメリカ合衆国

鈴木啓太郎　　アメリカ合衆国

小堀真珠子　　アメリカ合衆国

大坪　研一　　アメリカ合衆国

第24回CODEX栄養特殊用途食品部会出席､北ロンドン大学　14.ll.03-14.ll.13

脳栄養化学研究所研究打合せ

第36回UJNR有毒微生物部会　　　　　　　　　　　　　　　14.ll.09-14.ll.07

遺伝子組換え体の検知技術に関するワークショップ　　　　14.ll.10-14.ll.15

第24回コーデックス分析サンプリング部会　　　　　　　　　14.ll.15-14.ll.22

第24回コーデックス分析サンプリング部会　　　　　　　　　14.ll.17-14.ll.24

遺伝子組換え有機体の使用と規制に関する研究会出席　　　14.ll.18-14.ll.21

第1回タイ国近赤外Workshop　　　　　　　　　　　　　14.ll.26-14.ll.30

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.26-14.12.08

第31回蛋白資源専門部会日米合同会議､研究打合せ

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する

日米会議(UJNR)｣ 14.ll.27-14.12.08

日米会議(UJNR)｣ 14.ll.27-14.12.08

日米会議(t∬NR)｣ 14.ll.30-14.12.08

日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

日米会議(UNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(t汀NR)｣ 14.ll.30-14.12.08

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14,12.08

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.07

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

第31回蛋白資源専門部会
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氏　名　　　　　出　張　先　　　　　　　　　　　派　遣　用　　務　　　　　　　　　　　出張期間

稲津　康弘　　アメリカ合衆国

橘田　和美　　アメリカ合衆国

都築和香子　　アメリカ合衆国

堀金　　彰　　アメリカ合衆国

椎名　武夫　　アメリカ合衆国

山田友紀子　　イギリス

山本　和貴　　フランス

田中　芳一　　オランダ､スイス

松木(石橋)順子　アメリカ合衆国

稲津　康弘　　ベトナム

長嶋　　等　　アメリカ合衆国

山田友紀子　　タンザニア

堀金　　彰　　イギリス､ドイツ

鍋谷　浩志　　フランス､オランダ

韮薄　　情　　イタリア

山田友紀子　　オランダ

河野　澄夫　　タイ､スペイン

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.ll

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.ll

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.ll

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.08

第31回蛋白資源専門部会

平成14年度｢天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)｣ 14.ll.30-14.12.ll

第31回蛋白資源専門部会

Joint FAO/WHO Workshop on the Project to Update the Principles 14.12.08- 14.12.12

and Methods for the Risk Assessment of Chemicals in Food

第7回OECD新規食品･飼料の安全性に関するタスクフォース15.02.ll-15.02.16

食品安全性研究等に関する実情調査　　　　　　　　　　　15.02.27- 15.03.08

コムギの形質転換体作成技術の修得及びブランチングエンザ15.03.01-(16.02.29)

イム欠矢による高アミロース形質転換コムギの作成とその産

生する澱粉の解析

ジーンバンク事業における海外探索調査(ベトナム､食品微生物) 15.03.03-15.03.16

カリフォルニア大学デービス校セミナー発表､第42回アメリ

カトキシコロジー学会

第35回コーデックス食品添加物･汚染物質部会

研究打合せ

研究打合せ

第5回タンパク質学会ヨーロッパ会議

35th Codex Committee on Pesticde ResidlleS

チェンマイ大学学位論文最終審査会審査､第11回国際近赤外

分光会議

15.03.05- 15.03.15

15.03.13- 15.03.23

15.03,16- 15.03.26

15.03.16- 15.03.21

15.03.28 - (15.04.03)

15,03.28- (15.04.07)

15.03.30- (15.04.15)
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人事情報

人　事　の　動　き

日　付　　　　　　　配　　属　　先　　　　　　　　　　　　　　配　　属　　元　　　　　　　　　　氏　名

15. 1. 1命　独立行政法人農業技術研究機構出向

(中央農業総合研究センター

総務部庶務課(人事係)へ)

15. 3.31任期満了

15. 3.31任期満了

15. 3.31任期満了

15. 3.31辞職(勧奨)

15. 3.31辞職(勧奨)

15. 3.31定年退職

15. 4. 1独立行政法人食品総合研究所理事に任命する

15. 4. 1独立行政法人食品総合研究所監事に任命する

15. 4. 1独立行政法人食品総合研究所監事(非常勤)

に任命する

15.4.1命　総務部長

15.4.1命　食品機能部長

15. 4. 1命　食品工学部長事務代理

命　生物機能開発部長事務代理

15.4. 1命　総務部会計課長

15. 4. 1命　企画調整部情報資料課管理係長

15. 4. 1命　総務部庶務課人事係長

15. 4. 1採用　独立行政法人食品総合研究所職貞

命総務部会計課支出係長
15.4. 1命　総務部会計課(主計係)

15.4. 1命　総務部会計課(用度係)

15.4. 1命　総務部会計課(用度係)

免　総務部会計課(用度係)併任

15. 4. 1命　応用微生物部主任研究官

(生物変換研究室)

15. 4. 1命　生物機能開発部(細胞機能研究室)

15.4. 1命　企画調整部(研究企画科)併任

15.4. 1命　食品機能部(味覚機能研究室)併任

15. 4. 1命　独立行政法人農業技術研究機構出向

(畜産草地研究所総務部長へ)

15.4. 1命　農林水産省出向

(農林水産技術会議事務局先端産業

技術研究課企画班連絡調整係長へ)

15.4. 1命　農林水産省出向

(農林水産技術会議事務局筑波事務所

電子計算課システム専門官へ)

15. 4. 1命　独立行政法人農業技術研究機構出向

(果樹研究所総務部会計課長-)

15. 4. 1命　独立行政法人農業生物資源研究所出向

(総務部庶務課人事係長へ)

15.4. 1命　農林水産省出向

(総合食料局食品産業企画課技術指導官へ)

15. 4. 1免　企画調整部情報資料課管理係長事務取扱

総務部会計課(主計係)

理事

監事

監事(非常数)

食品機能部長

食品工学部長

企画調整部研究技術情報官

東北農政局総務部次長

生物機能開発部長

企画調整部長

独立行政法人農業工学研究所

総務部業務管理課長

独立行政法人森林総合研究所

企画調整部資料課主任(資料係)

独立行政法人農業工学研究所

総務部庶務課人事係長

生物系特定産業技術研究推進機構

総務部資金管理課資金管理1係長

総務部会計課(用度係)

総務部会計課(審査係)

独立行政法人農業技術研究機構統括部付

兼　総務部会計課(用度係)

総合食料局食品産業企画課技術指導官

生物機能開発部(微生物機能研究室)

流通安全部主任研究官(食品包装研究室)

独立行政法人農林水産消費技術センター

消費者情報部技術研究課

総務部長

総務部会計課支出係長

企画調整部情報資料課専門職(司書)

総務部会計課長

総務部庶務課人事係長

食品工学部主任研究官(製造工学研究室)

企画調整吾馴青報資料課長

羽鳥　敦志

1　宏康毅彦勲毅彦司
芳　　雅和義　　和義忠中北中原和藤原和崎田中田篠名遠篠名石

梅村　誠治

田村　直子

大里　　孝

根本　仁志

真壁譲太郎

岡田　誠慈

本臼　健郎

榊原　祥清

伊藤　康博

石川　　豊

児玉　貴志

鎌田　　博

藤原　共康

中尾美佐子

近藤　悼美

八木橋浩也

植村　邦彦

野々上三四志
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日　付　　　　　　配　属　　先　　　　　　　　　　　　　　配　　属　　元　　　　　　　　　氏　名

15.4. 1免　企画調整部(研究企画科)併任

15.4. 1免　企画調整部併任

15.4.1免　企画調整部併任

15,4. 1免　企画調整部(食品衛生対策チーム)併任

15.4. 1免　食品機能部(味覚機能研究室)併任

15.4. 1免　食品工学部(製造工学研究室)併任

15.4.1命

15.4.1免

15.6.1命

15.6.1免

15.6.1命

15.6.1命

生物機能開発部酵素機能研究室長事務取扱

生物機能開発部酵素機能研究室長事務取扱

食品工学部長

食品工学部併任

生物機能開発部長

生物機能開発部分子情報研究室長事務取扱

命　生物機能開発部酵素機能研究室長事務取扱

15. 6. 1免　食品工学部長事務代理

免　生物機能開発部長事務代理

15. 6. 1免　生物機能開発部酵素機能研究室長事務取扱

15. 7. 1命　企画調整部食品衛生対策チーム長

15.7. 1命　農林水産省出向

(農林水産技術会議事務局付)

(内閣府食品安全委員会事務局次長)

15. 7. 1免　農林水産技術会議事務局併任

免　生産局併任

命　消費･安全局併任

15. 7. 1命　企画調整部(食品衛生対策チーム)併任

15. 7. 1命　応用徴生物部酵母研究室長事務取扱

食品機能部食品物理機能研究室長

兼　企画調整部(研究企画科)

食品工学部計測工学研究室長

兼　企画調整部

応用徴生物部酵母研究室長

兼　企画調整部

独立行政法人農林水産消費技術センター

消費者情報部技術研究課

兼　企画調整部(食品衛生対策チーム)

独立行政法人農林水産消費技術センター

消費者情報部技術研究課研究第3係長

兼　食品機能部(味覚機能研究室)

独立行政法人農林水産消費技術センター

横浜センター消費技術部検査技術研究官

兼　食品工学部(製造工学研究室)

企画調整部長

生物機能開発部長

企画調整部国際食品研究官

企画調整部国際食品研究官

兼　食品工学部併任

生物機能開発部分子情報研究室長

生物機能開発部長

企画調整郡長

企画調整部長

応用微生物部酵母研究室長

企画調整部食品衛生対策チーム長

企画調整部国際食品研究官

兼農林水産技術会議事務局

兼生産局

食品工学部流通工学研究室長

応用微生物部長

神山かおる

大谷　敏郎

川本　伸一

名家　英一

松岡　　猛

坂部　　寛

春見　隆文

津志田藤二郎

中嶋　光敏

中嶋　光敏

小林　秀行

小林　秀行

春見　隆文

春見　隆文

川本　伸一
一色　賢司

山田友紀子

椎名　武夫

柳本　正勝


	00
	01
	02
	04
	06
	08
	10
	12
	14
	16
	17
	20
	25
	26
	30

